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１．ユニバーサルサービス制度の見直しの必要性 

 

（１）制度を取り巻く市場環境の変化 

 

従来、ユニバーサルサービスは、ＮＴＴ東西の採算地域から不採算地域への内部相

互補助によりその提供が確保されてきたが、近年、都市部等における採算地域の競

争の進展に伴い、ＮＴＴ東西だけでは全国あまねくその提供を維持することが困難にな

るおそれがあるため、その提供を維持するための新たな枠組みの整備が課題とされ

てきた。 
 
このため、事業者間の競争が進展する中にあっても地域間格差のないユニバーサ

ルサービスの提供を確保するという趣旨の下、０２年６月、ＮＴＴ東西以外の電気通信

事業者にもユニバーサルサービスの提供に係る応分のコスト負担を求めるユニバー

サルサービス制度の導入が図られたものである。 

 

   ユニバーサルサービス制度は、直収電話サービスの提供により基本料分野におけ

る実効的な競争が始まると見込まれる段階で見直しが行われ(０５年１０月)、その後、

基礎的電気通信役務支援機関の指定(０５年１２月)、適格電気通信事業者の指定(０６

年３月)を経て、０６年１１月に、ユニバーサルサービス制度の交付金等の認可が行わ

れたところである。 

 
このようにユニバーサルサービス制度が稼働する一方で、制度をとりまく市場環境

は急速に変化している状況にある。現行制度は、直収電話サービスの提供により回線

交換網ベースの電話サービス市場において一層の競争進展が実現することを念頭に

置きつつ制度設計が行われているが、今後の制度設計に当たっても、市場環境の変

化に適切に対応していくことが求められる。 
 

以上のことから、全国あまねく提供が確保されるべきユニバーサルサービスについ

ては、それを取り巻く市場環境の変化を踏まえた見直しが必要となるが、その際、留意

すべき具体的変化としては、以下のような要素が重要となると考えられる。 

 

① ネットワークの IP 網への移行と急速な技術革新 
 

従来のユニバーサルサービス制度は既に構築済みのネットワークをどのように

維持するのかという政策目的に基づいて制度設計が行われてきたが、今後のユ
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ニバーサルサービス制度を考えるに当たっては、その前提が変化し、ＰＳＴＮとＩＰ

網が並存しつつ、段階的にＩＰ網に移行（マイグレーション）していくといった環境下

でのユニバーサルサービスの在り方を考える必要がある。 

 

② ネットワークとサービスの分離の可能性 

 

従来、音声サービスは PSTN、専用線サービスは専用線ネットワークといったよ

うにネットワークとサービスが一対一対応していた。しかしながら、アクセス網がブ

ロードバンド化し、ネットワークの IP 化が進む中で、アクセス網を持つ電気通信事

業者のインフラを利用し、複数事業者が競争的に様々なサービスを提供しうる状

況が進んできている。こうした動きは IP化等の進展により一層顕著なものとなる。

さらには、ブロードバンドサービスの場合は広帯域のネットワーク上で、ネットワー

ク側がサービス制御を行う従来の形態に加え、端末やアプリケーション等が連携

してサービスを実現することも可能1になってきている。このように様々なサービス

がネットワークに紐帯されることなく自由に展開しうる状況となってきている。こうし

た点を踏まえると、ネットワークとサービスの提供主体を異なる者とすることも可

能な状況が生まれてきていると考えられる。 

 

③ ブロードバンド化やＩＰ化に伴う市場の統合化の進展 

 

従来は固定・移動等の市場区分が明確であったが、ＩＰ化の進展によって、市

場区分の垣根が低くなっており、伝送ネットワークの態様にかかわりなく同様のサ

ービスが提供されたり、ＦＭＣ（Fixed Mobile Convergence: 固定と移動の融合）の

ように異なるサービスがシームレスに利用可能となる環境に移行しつつあるとい

うことができる。 

 

また、ブロードバンド網を活用したＩＰマルチキャスト方式による放送コンテンツ

の配信等、通信・放送の融合・連携など、今後は従来の枠組みを超えた広範な市

                                                  
1 IP化の進展により、以下のような状況が現出してきている。 

① PC 等の端末の計算能力の飛躍的な向上やP2P（peer to peer）を活用した端末間連携技術の向

上、グリッドコンピューティング等のネットワーク分散処理の普及等が進んでおり、ネットワークの周

辺部分(エッジ)に膨大なインテリジェンス（コンピューティング能力）が蓄積される状況。 

② また、上位レイヤーにおけるSaaS (Software as a Service)の提供等により、端末側とサーバー側

のインテリジェンスを連携させるサービス展開が普及しつつある。 

こうしたインテリジェンスの分散化により、ネットワークに必ずしも依存しないサービス提供が可能

となってきている。 
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場の統合化が段階的に実現していくと見込まれる状況ともなっている。 

 

ＩＰ化の進展に伴う競争環境の変化

１．ブロードバンド化・IP化の進展---ブロードバンド市場の拡大、伝送ネットワークのIP化
２．水平的市場統合の進展-----Everything over IP, FMC
３．垂直的市場統合の進展-----各レイヤー全体を念頭に置いた公正競争確保の必要性

水平的市場統合の進展 垂直的市場統合の進展

 

 

（２）制度見直しに際しての基本的視点 

 

 ユニバーサルサービス制度の将来像を踏まえた見直しを行うに際し、その基本的視

点として留意すべきことは、以下のような項目が挙げられる。 

 

   ① 競争中立性の確保 

   

ユニバーサルサービス制度は、事業者間の競争だけでは十分なサービス提供

が確保されない基礎的なサービスについて、特に他事業者の参入・競争が期待で

きない地域について、その維持を図るために、適格電気通信事業者の内部相互

補助に加え、あくまで補完的な形で支援を行う制度であり、当該制度そのものが逆

に競争環境に影響を及ぼすことは望ましくない。すなわち、競争ルールにおいて、

特定の事業者が有利又は不利に取り扱われることのないよう競争中立性を確保

することが重要である。 

 

ネットワークとサービスの提供主体を異なる者とすることも可能となる中、例え

ば地方公共団体のネットワークを用いたサービスも登場してきているところであり、
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ネットワークとサービスを一体として提供する電気通信事業者のみをユニバーサ

ルサービスの提供主体として想定するという前提条件が崩れていく可能性があ

る。 

 

このため、ユニバーサルサービスの提供主体についても柔軟な見直しを行うこ

とにより、NTT東西のみを提供主体とすることを前提とせず、その他の事業者も適

当な場合にはユニバーサルサービスの提供主体となることを前提とする、より競

争中立性を確保した枠組みとすることが必要である。 

 

② 技術中立性の確保 

 

現在のユニバーサルサービスの対象となっている PSTN ベース（固定系）の音

声電話（以下「加入電話」という。）は、(a)ＰＳＴＮベースであり、かつ(b)アクセス回

線に有線網を用いるという２つの要件を前提として制度設計が行われている。しか

しながら今後は、光ＩＰ電話のように従来の固定電話とは異なる技術を利用して、

利用者から見て概ね同等と考えられるサービスが登場し、その利用が進んだり、

アクセス回線についても有線網のみならず無線網を採用することによって経済効

率性の向上が実現されたりすることが期待されるところである。 

 

こうした市場環境変化を踏まえると、制度見直しに際しては、改めて特定の技術

が有利又は不利に取り扱われることのないよう技術中立性の確保という視点が重

要になってきていると考えられる。 

 

  ③ ＰＳＴＮからＩＰ網への移行への配慮 

 

従来のユニバーサルサービス制度は、85 年の競争原理導入前の段階に NTT

東西によって全国的に整備が進められており、その技術も標準化され、統一化さ

れているＰＳＴＮについて、実効的競争が進展した後も引き続き維持していくため

のコスト負担の在り方を念頭に置いた議論であり、いわばネットワーク完成後の

「静態的」な市場を前提とするものであった。 

 

しかし、今後、ＰＳＴＮからＩＰ網への段階的移行が進むことが見込まれるところ

であり、ユニバーサルサービスを取り巻くネットワーク環境及び市場環境が大きく

変化していくことが見込まれる状況にかんがみると、従来の「静態的」な市場を前

提として構築されてきたユニバーサルサービス制度とは議論の前提が大きく異な

ることとなる。 
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このため、制度見直しに当たってはその「動態的」な環境変化を念頭において、

時系列的に幾つかの段階に分けた検討を行うことが必要となる。 

 

また、制度見直しに当たり重要な要素であるＩＰ網への移行の具体的計画につ

いて現時点では明確でない2が、ＰＳＴＮの廃止時期を含む移行計画が明確でな

い段階と明確になった後の段階とに分け、検証を行うことが求められる。さらに、

これに関連して、ネットワークの移行過程において２つのネットワークが並存して

いくこととなるが、こうしたネットワークの並存による追加的費用についてもユニバ

ーサルサービス制度で補てんすることの是非についても検討を進める必要があ

る。 

      

                                                  
2 ＮＴＴは、「ＮＴＴグループ中期経営戦略」（０４年１１月）において、「メタルアクセスと固定電話網か

ら次世代ネットワークに切り替えることとし、具体的な進め方等を２０１０年までに策定」するとしてい

る。 
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２．ユニバーサルサービス政策の目的 

 

（１） ユニバーサルサービスの構成要件 

 

こうした制度を取り巻く環境変化を踏まえ、ユニバーサルサービス制度を見直すに

当たって、その基本的な構成要件を改めて整理することが適当である。従来から、本

制度は、(a)国民生活に不可欠なサービスであるという特性(Essentiality)、(b)誰もが利

用可能な料金で利用できるという特性(Affordability)、(c)地域間格差なくどこでも利用

可能であるという特性(Availability)の３つの構成要素を満たすことが求められていると

ころである。 

 

事業者からのヒアリング等においては、NTT、KDDI、ソフトバンク、フュージョンから、

現行の３つの構成要件の変更は不要であるとの意見のほか、現行３つの構成要件に

加え、CIAJ からは「安心安全の確保」(情報セキュリティの確保)が必要であるとの意見

が提出された。 

 

以下において、各要素について検討を行うこととするが、基本的には、当該３つの構

成要素の考え方は、今後とも維持することが適当と考えられる。 

 

１） 不可欠性(Essentiality) 

 

不可欠性(Essentiality)とは、誰もが当該サービスを利用しており、社会経済活動

の基盤となるものということが広く認識されていることを意味し、現在は加入電話アク

セス、公衆電話、緊急通報（以下「加入電話等」という。）がその対象とされている。 

 

不可欠性との関連において、そのサービス品質においても一定の基準が求めら

れるが、音声電話の場合、事業用電気通信設備規則等において品質基準が設定さ

れており、ユニバーサルサービスの「安定的な提供」の確保において実質的に一定

のサービス品質の確保が図られている。また、この品質確保の中で、情報セキュリテ

ィについてもあわせて措置が講じられることとなるものである。 

 

しかしながら、この情報セキュリティに関しては、ＰＳＴＮの場合はエンドエンドで通

信品質や信頼性が確保されているが、ＩＰ網の場合はその確保の困難さについて別

の視点を加える必要がある。 
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ＩＰ網においても、電気通信事業者が構築するＩＰ網（例えばＮＴＴ東西の構築する

次世代ネットワーク）の場合、サービス付与機能においてＱｏＳ制御等を行うこととし

ており、ネットワーク内にサービス品質やセキュリティ確保のための機能を実装する

ことが予定されているが、当該ネットワークが他の複数のＩＰ網等と多段階で接続さ

れると、従来のPSTNの場合に比べ、エンドエンドでの品質基準の確保が困難となる

等の問題が生じる可能性がある。 

 

また、不特定多数のＩＳＰ等の連携により構築されているインターネット（The 

Internet）の場合、セキュリティの確保は端末、ネットワーク、アプリケーション等が多

層的に関与して実現されるものであり、全体としてベストエフォートの世界であること

から、ここにおいて品質や信頼性を確保することは困難と考えられる。 

 

２） 低廉性(Affordability) 

 

低廉性(Affordability)については、誰もが利用可能であることが必要であるため、

原則として「料金水準が低廉であること」が求められ、現行の加入電話については、

プライスキャップ規制により料金水準の適正性を確保する仕組みとなっている。 

 

また、「地理的料金格差」についても、一定の許容範囲が存在すると考えられるが、

現行のユニバーサルサービス制度における加入電話の料金は、同一料金体系が適

用される区域の加入者数が多い場合に料金水準が高いという効用料金の考え方を

採りつつも、原則として全国均一の考え方により料金設定が行われている。 
 

① 料金水準の低廉性確保3 

 

ユニバーサルサービスの範囲が現行の加入電話等から変化する場合、以下の

２点について、検討を加える必要がある。 

 

ア） まず、現行の加入電話の場合、従来から妥当とされている料金水準を維持す

ることが基本であるが、範囲を変更するに当たっては、改めてその料金水準の

低廉性を議論することが必要となる。 

 

その場合には、そもそもユニバーサルサービス政策というのは、国民生活に

                                                  
3 プライスキャップ規制は、独占的事業者の経営効率化を促しつつ、料金の低廉性を確保するための

インセンティブ規制であるが、ユニバーサルサービスの料金の低廉性を確保する観点から、その有

効性等についての具体的検討は、第４章(２) ６)、第５章(７)において行っている。 
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不可欠なサービスを維持することがその目的であり、その維持すべきサービス

が既に普及しているサービスであるのであれば料金の低廉性は確保されている

と考えることも一般的には可能である。 

 

イ） また、料金の低廉性を確保するための判断基準を検討する場合、ＩＰベースの

サービスは価格とサービス品質が一対一対応しないベストエフォート型サービ

スもあることから、当該基準の設定が困難となると考えられる。そのため、利用

者等が各種のサービスとの間の比較を通じ、料金の低廉性についての検証が

可能となるよう透明性確保のための措置を検討することが必要となる。 

 

② 地域的料金格差の許容範囲4 

 

通信料金は市場メカニズムにより決定されることを基本とするが、高コスト地域

ではコストを反映した料金設定を行うとすれば料金の低廉性が確保できなくなる。

特に、業務区域が全国でない地方の電気通信事業者を含めた複数の適格電気

通信事業者の存在を想定した場合、全国レベルで同一の料金水準を確保するこ

とは一層困難なものと考えられる。このため、地理的料金格差の存在がどこまで

社会的に許容されるものか（料金面での同等性の確保がどこまで求められるか）

について、一定の基準(パラメータ)を設け、その維持を図ることが必要となる。 

 

現行のユニバーサルサービスである加入電話の基本料の場合、効用料金の考

え方が採用されているが、よりコストベースに近づける観点から料金リバランシン

グを引き続き推進していくことが求められることは言うまでもない。しかしながら、

今後の政策の力点の置き方として、ＩＰ網への移行の中で縮退傾向にある加入電

話の基本料よりも、むしろブロードバンドサービスを念頭に置いて今後の料金格差

が大きく生じないようにすることに留意した政策展開が望ましい。 

 

なお、料金水準の低廉性同様、利用者等が各種のサービスとの間の比較を通

じ、地理的料金格差についての検証が可能となるよう透明性確保のための措置を

検討することも必要となる。 

 

３） 利用可能性(Availability) 

                                                  
4 地理的料金格差については、当該サービスが全国どこででも利用可能であることを確保するための

ものであるとの観点からは、3)利用可能性において利用可能性を確保するための条件として料金

面での格差を記述をすることも可能であるが、特に「利用者料金」の問題に着目して議論を行うこと

となるものであることから、この項において記述することとする。 
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利用可能性(Availability)については、全国どこでも利用可能であることを意味して

おり、サービスの「地理的カバー率」が問題となる。現行の制度では、既に敷設され

た加入電話ネットワークを利用し提供されるサービスを対象としていることから、適

格電気通信事業者の指定の基準として、その提供範囲が世帯普及率で 100/100

であることが省令上規定されているところである。 

 

仮に、ユニバーサルサービスの範囲を見直す場合に、加入電話等以外の普及途

上のサービスを含めることは困難である。すなわち、例えば利用可能な地理的普

及率を８０％や９５％といった普及率の閾値を設け、ユニバーサルサービスの範囲

を決定する場合、その閾値の設定に特定の価値判断が働くことになり、競争中立

性を損なう可能性があるからである。 

 

したがって、ユニバーサルサービスとして位置づける場合、地理的カバー率につ

いては、引き続き全国の地域カバー率（人口カバー率）が１００％であること（全国

提供）が維持されることを原則とすることが適当である。 

 

（２） ユニバーサルサービス政策の目的 

 

ユニバーサルサービスの目的は上記１）～３）を確保することにあるとした場合、これ

らはいずれも地理的格差の解消を目的とするものであり、現行制度において、所得格

差やリテラシー格差の解消を図る社会福祉政策とは一線を画するものであると整理5さ

れている。 

 

ユニバーサルサービス政策は、適格電気通信事業者のネットワークに接続すること

により、競争事業者のサービスを含め、すべての音声電話が全国どこでも通話可能と

                                                  
5 「ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方に関する懇談会」報告書（０６年９月、p89 脚注 56） 

 ユニバーサルサービス政策の目的については、地理的格差の是正以外にも、所得格差等に起因

する利用可能性に着目するアプローチも存在する。この点、郵政省電気通信審議会（現情報通信

審議会）答申「ＩＴ革命を推進するための電気通信事業における競争政策の在り方についての第一

次答申―ＩＴ時代の競争促進プログラム」（００年１２月）においては、「従来から地理的格差を対象と

してきているが、この他にも所得格差（低所得者を対象）やリテラシー格差（障害者や高齢者を対

象）を対象とすることも考えられ」、「所得格差やリテラシー格差の解消が社会的に極めて重要であ

ることは論を待たないものの、社会福祉政策との切り分けについて広く国民各層のコンセンサスを

得る必要がある」ため、「地理的格差の発生防止をユニバーサルサービス政策の目標として位置づ

ける」旨提言している。 
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なり、すべての通信サービスの利用者が裨益するという考え方に基づいている。また、

ユニバーサルサービス政策は、基本的に市場原理の貫徹を目指すものの、高コスト地

域については市場原理では十分なサービス提供が行われない点を補う政策という意

味において、競争政策を補完する目的を持つものであり、所得格差やリテラシー格差

に基づく通信サービスの利用格差の是正については、あくまでその政策目的に照らし

て、社会福祉政策等の観点から所要の措置を講じることが適当である。 

 

また、現在のユニバーサルサービス政策は全国提供が確保されているサービスの 

中で、不可欠性が高いと認められるサービスの維持費用について地理的格差の解消

を図ることを目的としており、ブロードバンド基盤などの整備には馴染まないものとなっ

ている。その一方、今後、ユニバーサルサービス制度の在り方の検討は、引き続きこ

れまでの基本的考え方を維持しつつ、ブロードバンドサービスの普及状況も踏まえな

がら行うことが適当であり、こうした検討を通じて地域間格差の是正を図ることにより一

層の地域経済の活性化等に資するとの観点は重要なものである6。 

 

さらに、遠隔医療や遠隔教育といった公的アプリケーションの提供の全国維持も極

めて重要な施策である7が、これらは伝送サービスではないことから、ユニバーサルサ

ービスの対象として検討することは、全国あまねく提供を確保するべき「電気通信役

務」の提供を確保するための制度の趣旨に照らして適当ではない。むしろ、ブロードバ

ンドアクセスが全国あまねく確保されることにより、当該伝送ネットワーク上で自由に公

的アプリケーションを利用可能な環境を整備・維持していくことが求められるものであ

る。 

                                                  
6 総務省では、現在、デジタルディバイド解消戦略会議を開催しており、ブロードバンド・ゼロ地域の解

消や、携帯電話不感地帯の解消に向けた課題の抽出及び対処策の在り方について検討を行って

いる。 

7 フルＩＰ化後は、ブロードバンドを活用した高齢者の健康・福祉を目的としたサービス等新しいコンテ

ンツについても、ユニバーサルサービスの対象として考える必要があるとの意見（QTNet）が出され

た。 
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３．ユニバーサルサービス制度に係る検討の時間軸 

 

 ブロードバンド化・ＩＰ化が進展する過程において、前述のとおり、ＰＳＴＮとＩＰ網が当分

の間並存し、その後、段階的にＩＰ網の比重が高まっていく形でネットワークの移行が進

展するものと考えられる。このため、ユニバーサルサービス制度の在り方についても、

ＰＳＴＮからＩＰ網への移行について幾つかの段階に分けて検討を進めることが適当で

ある。 

 

具体的には、以下の点を念頭におきつつ、２０１０年代初頭まで（フェーズ１）とそれ

以降（フェーズ２）というように一定の幅をもって分けた上で、今後その達成状況等をフ

ォローしつつ、具体的な時期を別途設定することが適当である8。 

 

① 「次世代ブロードバンド戦略２０１０」（０６年８月）において２０１０年度までにブロ

ードバンド・ゼロ地域を解消することを整備目標としており、２０１０年代初頭には

全国的にブロードバンドサービスが利用可能な環境が実現していると見込まれる

こと。 

整
備
目
標

整
備
目
標

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
バ
ー
率

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
バ
ー
率

地
域
公
共

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

整
備
率

地
域
公
共

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

整
備
率

全体全体

２００６２００６ ２００７２００７ ２００８２００８ ２００９２００９ ２０１０２０１０

９６％（４，８８５万世帯）

８４％（４，２９６万世帯）

９８％程度 １００％

９０％８６％程度

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

解消！

解消！

ゼロ
市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数） １００万

超高速
（内数）

超高速
（内数）

／1,843市町
村

／5,000万世
帯

2010年度までに
① ブロードバンド・ゼロ地域を解消する。
（その過程において、ブロードバンド・ゼロ市町村を2008年度までに解消する。）

② 超高速ブロードバンドの世帯カバー率を90%以上とする。

2010年度までに
① ブロードバンド・ゼロ地域を解消する。
（その過程において、ブロードバンド・ゼロ市町村を2008年度までに解消する。）

② 超高速ブロードバンドの世帯カバー率を90%以上とする。

注： 2006年において記載されている世帯カバー率、ゼロ市町村数、ゼロ地域世帯数の数値は、2006年3月31日現在のもの。
2007年において記載されている世帯カバー率、ゼロ市町村数、ゼロ地域世帯数の数値は、2007年6月30日現在のもの。
2008年において記載されている世帯カバー率、ゼロ市町村数、ゼロ地域世帯数の数値は、いずれも現時点における目安であり目標ではない。

整備済
団体

整備済
団体

７２％ １００％

３０６万

４０

２２６万

２１

９４％

８０％

／1,804市町
村

／5,100万世
帯

次世代ブロードバンド戦略２０１０ （整備目標）

 

                                                  
8 ２０１０年をターニングポイントとすることが妥当であるとの意見（テレコムサービス協会）、今回の結

論と２０１０年到来時の状況に乖離があった場合、フェーズの区分が２０１０年の状況と合わないも

のになるため、検討の時間軸は年次ではなく、ＰＳＴＮとＩＰ網の並存期とフルＩＰ化への移行期といっ

た状況で分けるのが現実的であるとの意見（NTT ﾄﾞｺﾓ）等が提出された。 
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② ＮＴＴ中期経営戦略（０４年１１月）において２０１０年段階で電話加入者の約半

数にあたる３千万加入にＦＴＴＨサービスを提供すると見込んでおり、利用者の概

ね半数が現実に超高速ブロードバンドサービスを実際に利用していると考えられ、

かつ、前述のとおり、ＰＳＴＮからＩＰ網（次世代ネットワーク）への移行の具体的進

め方等を２０１０年までに策定するとしていること。 

 

③ 上記①及び②に加え、２０１１年に地上テレビジョン放送においてデジタル放送

に完全移行することや、２０１０年の時点で通信・放送融合法制が具体化すると

見込まれること 等。 

 

他方、フェーズ２については、「ＰＳＴＮとＩＰ網が並存しつつフルＩＰ化に向かう過程」と

「フルＩＰ化が完了する時点」といった移行段階の程度によって、採るべきユニバーサル

サービス制度にも差異が生じるものと考えられるため、こうした IP化の進展度合いに留

意する必要がある。 

 

なお、フェーズ２の具体的なシナリオについては、ＰＳＴＮをどの時点まで維持するか

について、上述②のNTT東西の IP網への移行の具体的進め方を踏まえた上で、明確

な方向性が得られることが必要である。したがって、それが得られる前の現時点におい

て、フェーズ２のユニバーサルサービス制度の将来像の在り方を検討するに当たって

は、詳細な内容を確定するのではなく、むしろ上記の移行シナリオが確定した段階で、

円滑にソフトランディングできるような柔軟な仕組みが求められる。 
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４．フェーズ１における制度見直しの方向性 

 

（１）現行制度の仕組み 

 

現行制度では、ユニバーサルサービスの範囲を、加入電話アクセス、公衆電話及び

緊急通報とした上で、その加入電話アクセスに係る補てん対象額の算定方法として、

ベンチマーク方式9が採用されており、ＮＴＴ東西の加入者回線のうち上位４．９％の高

コスト回線に係る費用と全国平均費用との差額が補てんされている。なお、費用の算

定に際しては、適格電気通信事業者（ＮＴＴ東西）の非効率性を排除する観点から、長

期増分費用（ＬＲＩＣ）方式が用いられている。 

 

０７年度以降の補てん対象額の算定方法としては、情報通信審議会答申「東日本電

信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する

接続約款の変更の認可（長期増分費用方式に基づく平成１９年度の接続料等の改

定）」において、「利用者負担を抑制する観点から速やかに見直しを行うことが適当で

ある」旨の要望がなされた。これを受け、補てん対象を高コスト回線に係る費用と新ベ

ンチマーク（全国平均費用＋標準偏差の２倍の額）の差額を補てんする方式に見直す

改正省令案について、４月に情報通信審議会に諮問を行い、パブリックコメントを踏ま

えて、９月に答申が得られたところである。 

                                                  
9 ベンチマーク方式は、当該地域の回線当たり費用が全国平均費用の一定割合（ベンチマーク）を上

回る場合に、その費用（の一部）を基金で補填する方式。その他、不採算地域において長期増分費

用方式により算定した基礎的電気通信役務の提供費用が当該役務の提供から得られる収入を上

回る「赤字部分」について、採算地域における「黒字部分」で相殺し切れない部分を純費用とする

「収入費用方式」等がある。 
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ユニバーサルサービス制度の補てん対象額の算定方法の見直し

全国平均費用＋

標準偏差の２倍

全国平均費用

全国平均費用

１
回
線
当
た
り
コ
ス
ト

１
回
線
当
た
り
コ
ス
ト

加入者回線数 加入者回線数 4.9％4.9％

① 現行制度の見直し時期（施行後３年を目途）の間は、０６年度認可に係る補てん対象額に基づき計
算される合算番号単価（７円）と概ね同等の水準で推移する見込みであり、利用者負担の抑制を図ること
が可能。

② 現行制度において非競争地域を特定する際に用いた標準偏差の方式を用い、実績データに基づく客
観的なベンチマークを設定することにより基準の客観性が確保。

③ 米国においても、各州の平均費用を基に、「全国平均費用＋標準偏差の２倍」を補てん額算定のベン
チマークとして設定しており、我が国においても、これを参考とすることには一定の合理性が認められる。

見直しの考え方

 
 

（２）制度見直しの方向性 

 

１）ＩＰ化の進展に対応した制度見直しの基本的視点 

 

第３章の「検討の時間軸」において前述のとおり、フェーズ１においては、加入電話

の加入者が依然として音声電話の利用者総数の過半を占めており、その利用者に

対するサービスの維持を図ることが重要であるため、以下の検討を踏まえた上で、

対象サービスの範囲等を含め、現行制度の枠組みを維持することを基本とすること

が適当である10。 

 

  ２）ＩＰ化の進展に伴う影響 

 

ＰＳＴＮからＩＰ網への移行が更に進展していく中、ユニバーサルサービス制度に係

る補てん額に対して、以下のような影響がもたらされると見込まれるため、それに対

する対応を検討する必要がある。 

 

                                                  
10 当面は音声通話サービス及び緊急通報が妥当という意見（ＮＴＴ、イー・アクセス、フュージョン）が

出された。 
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①  ＮＴＴ東西の基礎的電気通信役務の収支状況 
 

まず、ＮＴＴ東西の基礎的電気通信役務の収支状況であるが、経年的な悪化が

見られる状況である11。これは、様々な要因が複合的に影響を及ぼしているが、携

帯電話やＩＰ電話の普及拡大、競争事業者が提供するドライカッパ電話との競争の

進展、及び NTS コストの基本料費用への付け替えの影響によるものであり、０５年

度の基礎的電気通信役務収支は、ＮＴＴ東西合計で８４９億円の赤字となっている。

こうした傾向は今後とも継続するものと見込まれる12。 

加入電話回線数の推移

0

4,000

4,500

5,000

5,500

００年度末 ０１年度末 ０２年度末 ０３年度末 ０４年度末 ０５年度末 ０６年度末

回線数
（万回線）

～～

～～

5,209

5,074 5,071 5,094
5,032

4,691

4,334

 

 

なお、加入電話の加入者については、特に採算地域（都市部）の加入者が減少

し、現行制度が前提としている採算地域から高コスト地域への内部相互補助が次

第に困難となる面に留意することが必要である。 

 

                                                  
11 ０４年度営業利益（東：162 億円、西：181 億円、東西ともに市内電話分を除く）、 ０５年度営業利益

（東：▲294 億円、西：▲224 億円）、０６年度営業利益（東：▲467 億円、西：▲382 億円） 

12 本研究会第３回のＮＴＴプレゼン資料において、ＮＴＴからは、ユニバーサルサービスの収支は、現

行基金制度の下でもＮＴＳコストの更なる付替と都市部を中心とした競争の激化により更に悪化せ

ざるを得ない状況にあるとの意見が出された。 
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加入電話の級局（ＭＡ）別回線数の推移

３級局

２級局

１級局

０４年度末 ０５年度末 ０６年度末

３級局

２級局

１級局

３級局

２級局

１級局

1,932万

2,474万

626万

1,749万

2,326万

616万

1,578万

2,159万

597万

（万回線）

1,000

2,000

3,000

（注）３級局：東京、大阪、横浜、名古屋等、40万回線以上のＭＡ
２級局：福島、新潟、金沢、静岡等、5万回線以上のＭＡ
１級局：稚内、気仙沼、舞鶴、室戸等、5万回線未満のＭＡ

H16末→H17末
増減率

３級局：▲9.5％
２級局：▲6.0％
１級局：▲1.6％
合計：▲6.8％

H17末→H18末
増減率

３級局：▲9.7％
２級局：▲7.2％
１級局：▲3.2％
合計：▲7.6％

 
 

②  ＩＰ化が補てん額算定に与える影響 
 

次に、具体的な補てん額算定に関わる問題として、加入電話の加入者数全体

が今後とも減少し、現行 4.9％（対総加入者回線数比）の高コスト地域の回線数も減

少することとなり、補てん額算定上の補てん対象回線数が減少することとなる（下

図の影響 A）。また、上記①の影響により相対的に低コストの都市部の回線数が減

少することで、全国平均コストが上昇することとなり（下図の影響 B）、これによって

ベンチマークそのものが上昇することにより、補てん対象額が減少することとなる。 
 

ＰＳＴＮからＩＰ網への移行による加入者回線数への影響

１
回
線
当
た
り
コ
ス
ト

１
回
線
当
た
り
コ
ス
ト

加入者回線数 加入者回線数 4.9％4.9％

全国平均費用

採算地域の加入者
回線数が減少

４．９％高コスト
地域の回線数
が減少

補てん対象額

が減少

影響A

影響B
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③  高コスト地域における加入者回線コストの上昇 
 

さらに、こうしたＩＰ化の進展は、高コスト地域におけるユニバーサルサービスの

維持に必要なメタル加入者回線コストを負担する事業者(回線)の範囲が減少する

ことを意味することとなる。 

 

すなわち、当該コストは、現在、接続料（メタル加入者回線接続料）が平均コスト

単価により設定されることを通じて、ＮＴＴ東西と競争事業者が応分に負担する構

造にある（注：ＮＴＴ東西自身も利用部門として他事業者と同等に負担）13。しかしな

がら、ＩＰ化の進展により都市部におけるＮＴＴ東西の固定電話の回線が光ＩＰ電話

等に移行することにより、当該移行回線は、接続料（メタル加入者回線接続料）を

負担しないこととなる。 

 

したがって、従来はほぼすべての電話サービス提供事業者が均等に当該コスト

を負担していたところ、今後は当該コストを負担しなくなる事業者(回線)が増加する

こととなる。 

 

この結果として、メタル加入者回線コストの上昇圧力が働く一方、ユーザ料金の

値上げはユニバーサルサービスとしての性格上一定の制限を受けることとなるた

め、ユニバーサルサービスの収支が悪化するおそれがあり、高コスト地域におけ

るユニバーサルサービスの維持が困難となるおそれがある。 

 

                                                  
13 現行ユニバーサルサービス制度においては、メタル加入者回線コストについては地域コストを平均

化して補てん額が生じないよう補正（情報通信審議会答申(ユニバーサルサービス制度の在り方に

ついて（０５年１０月））に基づくもの）が行われており、メタル加入者回線コスト部分については現行

のベンチマーク方式によるユニバーサルサービス制度に係る補てん対象額の算定上は、反映され

ないこととなっている。 
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ＩＰ化の進展に伴う現行算定方法への影響

ＮＴＴ東西と競争事業者もともにメタ
ル加入者回線を利用。

→ 同回線コスト(高コスト地域）は、

地域コストを平均化し接続料で回収
→各々が応分に負担することが
可能な構造

全国平均
コスト水準

実際のサービス提供に要する
コストの構成

ＮＴＳコスト

メタル加入者回線コスト

全国平均
コスト水準

ＮＴＳコスト

メタル加入者回線コスト（平均コスト水準）

現行制度の補てん額算定上の扱い

全国平均
コスト水準

メタル加入者回線コスト
（平均コスト水準）

都市部における加入電話回線の

光ＩＰ電話等への移行による変化

ＮＴＳコスト

都市部
において
加入電話
から光ＩＰ
電話等に
移行

上位4.9％高コスト地域上位4.9％高コスト地域 上位4.9％高コスト地域

回線
当り
費用

接続料設定に伴う補正
方法としてメタル加入
者回線コストを平均化

回線
当り
費用

回線
当り
費用

IP化の結果、メタル加入者回線コ
スト負担（高コスト地域）は、残
された加入電話利用者のみが負担。

→ メタル加入者回線コストが上昇

→ 一方、ユーザー料金値上げは

一定の制限

⇒ 収支悪化のおそれ。

（ＰＳＴＮからＩＰ網への移行によるメタル加入
者回線コスト負担への影響）

 
 

④ 高コスト地域における光 IP 電話回線コストの補てん 

 

高コスト地域においても、光ＩＰ電話の加入等が次第に増加する可能性がある

が、現行制度はＰＳＴＮベースの加入電話をユニバーサルサービスとしていること

から、高コスト地域における光ＩＰ電話については当該制度の補てん対象とならな

い。このため、高コスト地域において光ＩＰ電話への置き換えが進むと、当該部分

については制度による補てんが行われないこととなる。この場合、ブロードバンド

の普及により高コスト地域に対する制度の補てん対象額が減少するという制度的

な問題が顕在化する可能性があることにも留意する必要がある。 

   

３）光ＩＰ電話の取扱い 

 

上記の状況にかんがみ、フェーズ１における制度見直しとして、光ＩＰ電話の取扱

いについて検討が必要になる14。光ＩＰ電話の現状の特性を改めて整理すると、以下

の３点が挙げられる。 

 

①  光 IP電話は０ＡＢＪ番号が付与されるが、その基準として加入電話と同等の品
質を維持し、かつ緊急通報も可能であることが電気通信番号規則において要件

                                                  
14 固定電話と同等の機能を有する０ＡＢＪ－ＩＰ電話をユニバーサルサービスに位置づけることが考え

られるとの意見（ＱＴＮｅｔ）が出された。 
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として求められていることから、加入電話と一定の同等性を持つサービスである

といえる。 

 

② 他方、安全・信頼性の面では、ア）人為的要因による事故の増加、イ）ソフト的
な不具合による事故の増加、ウ）事故の大規模化と復旧の長時間化といった

傾向があり、昨今、通信障害などの事故が増加する傾向にあり、それに対する

安全･信頼性対策を今後講じていくことが必要である。 

サービス別の事故等の発生件数推移

6
14 155

5

13 14
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9

23
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22
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０３年度末 ０４年度末 ０５年度末 ０６年度末

その他

携帯（音声）

携帯（IP)

ＩＰ電話

IP電話

携帯（IP)

携帯（音声）

その他

IP系サービスの事故が増加

16

6

 

③ 光ＩＰ電話はブロードバンドサービスの付加的サービスとして提供されている
（一部を除き、光ＩＰ電話のみの加入はできない）ために加入電話と比べると相

対的に高いコスト負担が必要になること15、局給電という仕組みを具備していな

いことから停電時の緊急通報の発信を行うためには、端末側で給電措置を講

じる必要16があることを含め、現行の加入電話との間で完全な代替性を持って

                                                  
15 ＮＴＴからは、「光ファイバの構築は、ブロードバンドサービスの需要増加に応じて進めているもので

あり、（中略）光ファイバ等のコストから見て音声通話サービスのみの電話サービスを提供するため

に構築しているものではありません。」と回答があり、光ＩＰ電話単独でのサービス提供を現段階で

は考えていないとのことである。しかしながら、仮に現時点で上記光ファイバの構築コストを光ＩＰ電

話単独で提供するサービスを設けるよう適正に配賦した場合には、相対的に高い負担となると考え

られる。 

16 NTT 東において、「ひかり電話停電対応機器」のレンタルが本年９月より開始されている（月額５００

円）が、これにより約３０分間の光ＩＰ電話の利用は可能となる。 
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いるとは言えない面もある17。 

  

この整理にかんがみれば、現時点において光ＩＰ電話をユニバーサルサービス

として位置づけることは時期尚早であると考えられる。 

 

４）補てん対象額の算定（ベンチマーク方式）に用いる加入者回線の取扱いに

ついて 

 

①  加入電話の維持コスト 
 

ＮＴＴ東西は、ＮＴＴ法上の「あまねく電話責務」18を負うとともに、ユニバーサル

サービス制度における適格電気通信事業者であるため、加入電話サービスにつ

いて業務区域内の全域での役務提供を確保することが求められている。このた

め、加入電話から光ＩＰ電話に利用者が移行した場合でも、加入電話サービスの

提供を希望する利用者に対応するためには加入者回線を撤去することができな

い。 

 

また、今後の加入電話維持のコストを見通すと、以下の要因も影響を与えると

考えられる。 

 

ア） 加入電話回線数は年々減少しているものの、地域的には依然利用者が

存在するため、アクセス設備のメタルケーブルを撤去できるものではなく、

むしろ、メタルケーブルの総敷設距離は、宅地開発等による面的なカバー

エリアの拡大に伴う加入電話需要に対応する必要性から増加19しているこ

と。 

                                                  
17 ＩＰ電話をユニバーサルサービスとして議論する際には、加入電話に対するコスト優位性、バンドル

サービスのコストとの会計分離が必要との意見（イー・アクセス）が出された。 

18 ＮＴＴ法第３条において、「会社及び地域会社は、それぞれの事業を営むに当たつては、常に経営

が適正かつ効率的に行われるように配意し、国民生活に不可欠な電話の役務のあまねく日本全国

における適切、公平かつ安定的な提供の確保に寄与するとともに、今後の社会経済の進展に果た

すべき電気通信の役割の重要性にかんがみ、電気通信技術に関する研究の推進及びその成果の

普及を通じて我が国の電気通信の創意ある向上発展に寄与し、もつて公共の福祉の増進に資する

よう努めなければならない。」とされている。 
19 都心部については、メタルケーブルの敷設はほぼ飽和状態であるが、郊外における宅地開発等に

より毎年一定の新規敷設が必要となっている。メタルケーブルはＮＴＴ東西の固定配線区画に基づ

いて敷設されており、区画内の利用者すべてが契約を解消しない限り、メタルケーブル撤去は不可

能である。 
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イ） 従来、加入系メタルケーブルの維持・拡張に毎年２，０００億円程度の投

資を要していたが、加入電話の需要減少に対しコスト効率化を図るため新

規投資を抑制中であるものの、ネットワークを維持していくためには最低

限の投資が必要であり、毎年６００億円程度の投資の継続は必要とする

状況にあること。 

 

ウ） 投資抑制に伴いメタルケーブル設備の老朽化が急速に進んでおり、この

老朽化に伴って施設保全コストが増大傾向20にあること。 

 

以上の要因を踏まえると、加入電話の加入者数が減少しても、加入電話の維

持コストは容易には減少しないこととなる。 

 

メタルケーブルの維持に関する状況

加入電話回線数は年々減少しているもの
の、アクセス設備のメタルケーブルは、面的
なカバーエリアの拡大に伴い増加している。

加入電話の需要減少に対し新規投資を抑制
しているが、サービス維持に必要な最低限の投
資を要している状況にある。

0

5

10

15

20

25

2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24

故障件数
（件／ｋｍ）

調査結果
近似式

架空メタルケーブルの
経過年数別故障件数

00年度末 01年度末 05年度末 06年度末02年度末 03年度末 04年度末

4,500

5,000

5,500110

100

メタルケーブルの総延長

～～

0 00年度末 01年度末 05年度末 06年度末02年度末 03年度末 04年度末

500

1,000

1,500

0

100.6

101
101.4

101.7
102

102.4
102.7

回線数
（万回線）

総延長
（万ｋｍ）

5,209

5,074 5,071 5,094

5,032

4,691

4,334

加入電話回線数

投資額
（億円）

加入系メタルケーブル投資額の推移
加入系メタルケーブル総延長及び加入
電話回線数の推移

1,200

900

700
600 600 600 600

メタルケーブルの老朽化に伴い
維持コストが増大。

98年度末 99年度末

1,700

2,000

2,000

～～ 経過年数

 

②  ＩＰ化によるメタル加入者回線数の減少及びベンチマーク上昇の補正の考え方 
 

                                                  
20 メタルケーブルの法定耐用年数（１３年）に対して、現在敷設しているメタルケーブルの約４割が２０

年以上経過。さらに、１０年以上経過しているケーブルが全体の約８割、５年以上経過しているもの

も含めると、全体の９割を占める。なお、法定耐用年数を数年超えると、故障件数確率が大幅に上

昇することから、今後、現在敷設されているケーブルの大部分についても相当額の施設保全コスト

が必要となるものと見込まれる。 
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この状況は、メタル加入者回線と光ＩＰ電話の回線等が併存するフェーズ１の

状況において、上記３）における検討のとおり、光 IP 電話を直ちにはユニバーサ

ルサービスと認定できないことから生じる問題であると言える。こうした過渡的状

況下における問題に対しては、ユニバーサルサービス制度に係る補てん額算定

方式の枠組みは基本的に維持した上で、必要な補正を行うこととする方向性が

適当である。 

 

現行の算定方式を基本的に前提とする場合においては、加入電話から光ＩＰ

電話への移行に伴う加入者回線数の減少を、補てん対象額の算定上考慮しな

いこととすることが適当である。 

 

換言すると、ＮＴＴ東西の各収容局に生じる、加入電話から光ＩＰ電話への移行

については、光ＩＰ電話が加入電話のままであるとして、加入者回線を補てん対

象額の算定を行うこととするものである。これによって、ＩＰ網への移行期におけ

るＰＳＴＮとＩＰ網が並存する場合の、ユニバーサルサービスとしての加入電話の

安定的な提供確保を図ることが可能となる。 

 

ＰＳＴＮからＩＰ網への移行による加入者回線数への影響を踏まえた補正

１
回
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た
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ス
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全国平均費用

１
回
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採算地域の加入者
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補てん対象
額が減少

１
回
線
当
た
り
コ
ス
ト

加入者回線数
4.9％

 

なお、かかる措置は通信市場全体としてＩＰ化への移行という望ましい方向

性を阻害するのではないか、との議論もあり得るところであるが、本措置はフ

ェーズ１におけるＩＰ化の影響を中立化することで、加入電話の維持コストをよ
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りスタティックな状態に維持することとなるものであり、各事業者のIP化への移

行自体を阻害するものではないと考えられる。 

 

すなわち、上記①のとおり NTT 東西の加入電話の維持コストは、IP 化の進

展にかかわらず容易に減少しないことを踏まえれば、加入電話から光 IP 電話

等への移行による加入電話加入数の減少分については、補てん対象額算定

上は反映しないこととし、IP 化による補てん対象額の減少を補正することが必

要と考えられる。 

 

③  上記補正に当たって考慮するべき回線の範囲 
 

補てん対象額の算定に当たり考慮する回線については、NTT 法の「あまねく

電話責務」が存在する下で、現状の NTT 東西のメタル加入者回線コストが容易

に減少しないことに着目し、これをできるだけ、現状のコストのまま維持すること

が適当とする考え方に基づき措置を講じようとするものである。 

 

したがって、現存する NTT 東西のメタル加入者回線を利用するサービスから

の移行がある場合の回線数を、考慮すべき回線数と考えることが適当である。

すなわち、ＮＴＴ東西の加入電話から光ＩＰ電話に移行した加入者のみならず、他

事業者の光ＩＰ電話等に移行した場合でも、ＮＴＴ東西はその加入者回線を撤去

できないことにかんがみ、これを考慮することが適当である。 

 

ただしこの場合、現存する NTT 東西のメタル加入者回線に影響を及ぼすこと

なく、新規に光 IP 電話等が増加するケースの取扱いは議論があり得るところで

ある。こうした新規の加入者は、いつかの時点でメタル加入者回線による加入電

話サービスに回帰する可能性があるところであり、こうした回線まで含めて補て

ん対象回線とするかどうかという問題である。 

 

これについては、あくまで本措置が PSTN から IP 網への移行の時期における

IP化の進展の状況を中立化することに意味があるとすれば、i ) NTT東西の加入

電話から NTT 東西の提供する光 IP 電話に移行する場合、及び ii )NTT 東西の

加入電話からNTT東西以外の事業者の光 IP電話及び050-IP電話に移行する

場合に加入者回線数に含め、考慮することが適当である。その場合には、a ) 

NTT 東西の加入電話を維持したまま、新たに回線を契約する場合や、b ) NTT

東西のメタル加入者回線を利用し、そのコストがメタル加入者回線接続料として

回収が保証されている直収電話サービスに移行する場合等は、加入者回線数
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の算定上考慮しないことが適当と考えられる。 

 

なお、具体的な対象回線については、上記考え方や実際の回線数の把握の

可能性等を制度改正の際に考慮し、進めていくことが望ましい。 

 

④ 上記補正に当たって考慮するべき移行の時期 
 

上記の補正を行う場合、その実施時期について慎重な検討が必要である。補

てん対象回線数の補正はあくまでＰＳＴＮからＩＰ網への移行が進展する中で緊

急避難的に実施することをその目的とするものであるが、ユニバーサルサービ

ス交付金の額の減少に一定の歯止めがかけられることとなることから、ＮＴＴ東

西に対する交付金について一定額を確保する効果をもつと見ることも可能であ

る。 

 

このため、加入電話の代替的なサービスとなり得る光ＩＰ電話の加入状況など

を踏まえ、当該補正の実施時期について検討を行うことが適当であると考えら

れる。なお、こうした検討を行う場合、まずはＮＴＴ東西がＰＳＴＮからＩＰ網への移

行計画を提示することが前提となるとの考え方もあり得る。 

 

 ⑤ 高コスト地域における加入者回線コストの補てんの在り方 

 

ＮＴＴ東西の加入電話の回線から光ＩＰ電話等に移行した回線に関しては、メタ

ル加入者回線コストを、その移行前においては地域間で平均したメタル加入者

回線接続料を通じ、負担していたところである。このことを踏まえ、補てん対象額

の算定に当たり、高コスト地域のメタル加入者回線コストの一部負担を行う仕組

みの必要性についても、今後検討していくことが適当である。 

  

５）その他のサービスの取扱い 

 

① 携帯電話（ＰＨＳを含む） 
 

携帯電話（ＰＨＳを含む）の加入数は０７年１月、１億台を超え、加入電話を大

きく上回っている状況にある。こうした中、携帯電話をユニバーサルサービスとし

て位置づけるかどうかについて検討が必要になる21。 

                                                  
21 携帯電話については、交付金及び負担金の増加を招く恐れがあることから、ユニバーサルサービ

スの範囲に含めるべきとの意見は少ない。ただし、音声通話サービス及び緊急通報サービスを確保
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携帯電話の世帯普及率は９０％（０５年１２月末現在）であり、固定電話に比べ

て依然として普及率が低い状況にある。また、人口カバー率は９９．７％（０６年

度末現在）であり、当該未カバーエリアの解消には少なくとも数千億円程度22の

設備投資が必要であると試算されている。 

 

また、料金面において携帯電話の１契約当たりの売上高（4,902 円）は加入電

話の平均的な料金支払額の合計（3,158 円）より高いという状況にある。 

 

携帯電話の加入数は固定電話の加入数を上回っているが、上述のとおり固

定電話に比べて料金が高く、また、「固定電話と移動体電話の代替性が高まっ

ている一方、補完性を有している」旨評価されている（総務省「０５年度電気通信

事業分野における競争状況の評価」）ことにかんがみれば、現時点でユニバー

サルサービスとして位置づけることは適当ではない。 

 

② モビリティのあるサービス 
 

モビリティのある無線を活用したサービスについては、その普及状況等にか

んがみ、現状において直ちにユニバーサルサービスに含めることは適当ではな

い。しかしながら、今後、固定系のサービスに加えユニバーサルサービスとなる

可能性は排除することは適当ではなく、引き続き、以下の事項を含め、検討を行

うことが必要である。 

    

ア）  緊急通報に占める携帯電話発の割合が全体の約６割（警察機関への緊急

通報の場合（全国平均、０５年））を占めるなど、社会的に携帯電話の重要性

が高まっていること。 

イ） ＦＭＣサービスに代表される統合型サービスが今後普及していくと見込まれ

ること。 

ウ） 固定系ＷｉＭＡＸのように一定のエリア内でモビリティを持ちうるサービスが今

後登場してくるものと期待されること。 

 

                                                                                                                                                        
する一手段として、その他の手段を含めて経済合理性の観点から選択されうる手段となるべきもの

との意見（ＫＤＤＩ）が出された。 

22 ０２年末時点における夜間人口１．３％の未カバーエリアを解消するためには、今後 6,000 ～ 1 兆

2,000 億円の投資が必要とされる。（総務省 「携帯電話サービスにおけるエリア整備の在り方につ

いて」報告書（０３年３月）） 
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他方、仮に、モビリティを有するサービスをユニバーサルサービスとする場合、

以下の点について検討を加えることが必要である。 

 

ア） 現在のユニバーサルサービスは世帯単位の通信確保のために、各世帯 1

回線の加入電話の確保に限定した最低限の通信の確保である一方、携帯

電話のような個人の通信を確保する手段までその範囲を拡大する社会的必

要性についてどのように整理することが考えられるか。 

イ） 一定の業務区域における「あまねく提供」の考え方について、居住地区を包

含するより広域のサービス提供可能エリアとして考えるか、あるいは居住地

域におけるサービス提供可能エリアに限定した別の考え方（人口カバレッ

ジ）をベースとするのかについて検討が必要ではないか。 

 

これらの点について、意見招請結果を踏まえ、費用最小化を前提としつつ、そ

の考え方を整理することが適当である。 

 

③ ０５０-ＩＰ電話 
 

０５０-ＩＰ電話の場合、(a)加入電話に比べて通話品質が劣ること、(b)緊急通報

が義務付けられていないこと、(c)ブロードバンドサービスへの加入が前提となっ

ていること等にかんがみれば、少なくとも現時点において、ユニバーサルサービ

スの範囲に含めることは適当ではない。 

 

加入電話とＩＰ電話との品質

通話不可※2通話不可※2通話可停電時の通話停電時の通話

電話として最低限
の通話品質

加入電話並みの
通話品質

-通話品質通話品質

任意※1義務義務緊急通報緊急通報

０５００５０--IPIP００ABJABJ--IPIP加入電話加入電話

通話不可※2通話不可※2通話可停電時の通話停電時の通話

電話として最低限
の通話品質

加入電話並みの
通話品質

-通話品質通話品質

任意※1義務義務緊急通報緊急通報

０５００５０--IPIP００ABJABJ--IPIP加入電話加入電話

（※1）任意であり、現在０５０－IP電話の緊急通報を提供している事業者はない
（※2）端末側で給電措置することにより可能  
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④ ブロードバンドサービス 

 

ブロードバンドサービスの取扱いについては、ブロードバンドサービスを誰も

が利用できる環境下で、その利用が相当程度進んだ後の検討において射程に

据えることが適当である23。（☞ 第５章参照） 

 

６） 料金の低廉性の確保の在り方(☞ 第２章参照) 

 

ユニバーサルサービスに係る料金の低廉性(Affordability)は、NTT 東西に対す

るプライスキャップ規制により料金の水準に上限を設けて行政のチェックに係らし

めることにより確保されている。 

 

プライスキャップ規制はユニバーサルサービスの料金の低廉性を確保すること

を直接的な目的とするものではなく、第一種指定電気通信設備を保有する事業者

（ＮＴＴ東西）が当該設備を用いて提供するサービスのうち、「社会経済活動に不可

欠であって、かつ他事業者による代替的なサービス提供が十分に行われていな

い」ものであって、利用者の利益に及ぼす影響が大きいものを対象とし、独占的事

業者の経営効率化を促しつつ料金水準の適正性を確保するためのインセンティブ

規制である。かかるインセンティブ規制が、ユニバーサルサービスの料金の低廉

性を確保する観点から見て妥当な規制手段として運用されているか検証すること

が必要である。 

 

                                                  
23 ブロードバンド市場は現在発展途上にあることや、交付金や負担金の増加が予想されることから、

ブロードバンドサービスをユニバーサルサービスの範囲に含めるべきという意見は提出されていな

い。 
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ユニバーサルサービスの料金の低廉性の確保

指定電気通信役務指定電気通信役務 基礎的電気通信役務基礎的電気通信役務

ボトルネック設備を用いて提供するサービ
スであって、他の電気通信事業者による
代替的なサービスが十分に提供されない
サービス。 例：ＮＴＴ東西のＢフレッツ等

特定電気通信役務特定電気通信役務

利用者の利益に及ぼす影響が大きいサービス

例：ＮＴＴ東西の加入電話・公衆電話・専用線

国民生活に不可欠であるためあまねく
日本全国における適切、公平かつ安定
的な提供が確保されるべき電気通信役
務。

対象：加入電話アクセス、公衆電話、緊急通報

特定電気通信役務について、事業者の経営効
率化を促すとともに料金の低廉化の実現を目
的として導入（００年１０月適用開始）。

特定電気通信役務について特定電気通信役務について、事業者の経営効、事業者の経営効
率化を促すとともに料金の低廉化の実現を目率化を促すとともに料金の低廉化の実現を目
的として導入的として導入（００（００年１０月適用開始年１０月適用開始））。。

プライスキャップ制度プライスキャップ制度

ＮＴＴ東西の加入電話のシェア低
下により対象外となる可能性

料金のAffordability確保

■ユニバーサルサービスの維持を目的として
導入（０２年６月）
■料金低廉化のための規制はなし。

■ユニバーサルサービスの維持を目的として■ユニバーサルサービスの維持を目的として
導入（０２年６月）導入（０２年６月）

■料金低廉化のための規制はなし。■料金低廉化のための規制はなし。

ユニバーサルサービス制度ユニバーサルサービス制度

加入電話加入電話
公衆電話公衆電話

☞プライスキャップ制度

○NTT東西が提供する固定電話及び専用線について、一定のサービス区分（バス
ケット）ごとに料金水準の上限を規制。

○料金水準の条件は、バスケット内の料金を指数化した上で当該指数の上限値
として規定（基準料金指数）。

☞プライスキャップ制度

○NTT東西が提供する固定電話及び専用線について、一定のサービス区分（バス
ケット）ごとに料金水準の上限を規制。

○料金水準の条件は、バスケット内の料金を指数化した上で当該指数の上限値
として規定（基準料金指数）。

 

 

まず、現状のプライスキャップ規制は継続的に生産性が向上する「静態的」な市

場環境を前提としていることから、今後、その適用は次第に困難となる面があると

考えられる。すなわち、生産性向上見込率（Ｘ値）の算定はネットワーク構造が「動

態的」に変化する場合、これを見込むことが困難24である。 

 

 

プライスキャップ規制においては当該キャップの範囲内であれば届出により料

金を設定・変更することが可能であるが、当該キャップを上回る場合には、その適

正性について事前に認可を要することとしているところであり、料金の適正性をみ

る一定のメルクマールとしては妥当性を持っていると考えられる。実際のところ、０

０年１０月に運用が開始されて以来、NTT 東西の音声伝送サービス及び基本料い

ずれも基準料金指数を超えることなく運用が行われており、これまでは基準料金

指数が低下するに伴って一定の料金引き下げが実施されてきている。 

                                                  
24 「プライスキャップの運用に関する研究会」報告書（０６年４月、p89） 

プライスキャップは、元来、市場メカニズムを通じた適正な料金水準の形成が困難なサービスに

ついて、事業者の超過利潤の発生を抑止しつ、当該事業者に経営効率化を促すことによって市場メ

カニズムによる場合と同等の効果を生じさせることを企図するインセンティブ規制である。しかし、現

下の電気通信市場のように、その構造が大きく変化しつつある動態的な市場においては、その政策

趣旨を生かした運用を行うに際し困難を伴うのもまた事実である。 



 

 29

 

また、基準料金指数の算定上、 

 

基準料金指数 ＝ 前適用期間の基準料金指数×（１＋消費者物価指数変動率

－生産性向上見込率＋外生的要因） 

 

と、消費者物価指数変動率が内在しており、生産性向上見込率の設定次第で、

当該キャップを経済全体の物価変動率（ＣＰＩ変動率）とリンクさせることにより、実

質価格水準の維持を図る（一般物価水準を上回る料金の上昇を抑止する）ことが

できるといった点は評価すべきポイントである。実際のところ、基本料については

当初より、また音声伝送サービスについては０３年１０月より、かかる運用が行わ

れているところである。 

 

  しかしながら、仮にフェーズ１以降において、ＩＰ系サービスがユニバーサルサー

ビスと位置づけられる場合には、加入電話以外の新たなサービスの低廉性の適

正水準を判断することが必要であるが、当該ユニバーサルサービスの料金そのも

のの水準の適否を直接的に現状のプライスキャップ規制に求めることは困難であ

る。それは、現状のプライスキャップ規制はあくまで独占事業者のコストをベース

に生産性向上見込率を乗じ料金水準の上限を定め、効率化を図るインセンティブ

規制であるためであり、当該新サービスの低廉性の適正水準については、他の代

替的サービスや追加的なサービス機能の有無等を踏まえ、別途検討を行う必要

がある。 

 

ただし、当該水準が定まった後には、実質価格水準の維持を図るような料金低

廉性確保のためのプライスキャップ規制が有する仕組みを参考とし、低廉性を確

保することは可能と考えられる。 

 

７） 地理的料金格差について 

 

現行のユニバーサルサービスとしてのＮＴＴ東西の基本料体系は、同一料金体

系が適用される区域の加入者数が多い場合に料金水準が高いという効用料金の

考え方を採用し、級局別に異なる料金が設定されている。このような級局別格差

の是正については、情報通信審議会から累次の要望（直近では０６年１１月）がな

されており、ＮＴＴ東西において検討が行われている状況にある。このため、ＮＴＴ

東西の検討状況25を見守ることが必要と考えられる。 

                                                  
25 ＮＴＴ東西は、級局格差は是正していきたいと考えるが、実施にあたっては、利用者の負担変動や
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仮にフェーズ１以降において、ＩＰ系サービスがユニバーサルサービスと位置づ

けられる場合において、例えば、全国平均＋標準偏差の２倍の幅や、一定の料金

格差といった一定の評価パラメータによって、料金の地理的格差が社会的な許容

範囲を超えると判断されることも想定される。 

 

こうした状況における対応としては、複数の適格電気通信事業者が異なる業務

区域でサービスを提供していることを前提とすると、自らの業務区域と直接関係の

ない業務区域の料金水準との乖離度合いに基づいて、料金変更を命令されること

は合理的でない。また、仮に一定の乖離の範囲内とするべく高コスト地域の事業

者に料金を引き下げるよう求められる場合には、それが可能となる補てんを制度

上担保する必要があるところ、補てん対象額が徒に拡大する可能性があり、望ま

しくない。 

 

したがって、一定の評価パラメータ等に基づいて地理的料金格差の是正を命令

することは現実的でなく、プライスキャップ規制が有する料金低廉性確保のための

仕組みを適格電気通信事業者に課すこと等を通じた地理的料金格差の適正性の

確保を図る等のあくまで間接的な手法によることが適当である。 

 

また、適格電気通信事業者の指定の要件として、地理的料金格差の適正性の

確保について定期的に見直しを求めることや、第５章（４）で記述する適格電気通

信事業者の指定について一定の指定期間を設けることとする場合には、地理的料

金格差の適正性の確保状況を踏まえた再指定の検討を行うことも考えられる。 

                                                                                                                                                        
ＮＴＴ東西の財務に与える影響等を勘案し、慎重に検討する必要があるとしている（H18.12.1 ＮＴＴ

東西報道資料より）。 
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５．フェーズ２における制度の在り方 

 

（１）ユニバーサルサービスの範囲 

 

ブロードバンド基盤整備を促進し、２０１０年の段階で全国いずれの地域においても

ブロードバンドサービスを利用することを可能とする「ブロードバンド・ゼロ地域の解消」

が政策目標（次世代ブロードバンド戦略２０１０）として掲げられている。こうした中、不

採算地域におけるブロードバンドサービスの維持に当たって、そのサービス範囲をど

のように規定することが適当であるかについて検討が求められる。 

 

ブロードバンドサービスは、現在の加入電話と異なり、伝送速度やＱｏＳ（Quality of 

Service）の面で様々なグレードのものが存在しており、一意的に定義することが困難で

あるという特性を有している。なお、次世代ネットワークの場合においては、ＱｏＳの確

保が可能となるものの、伝送速度については、様々なサービスが存在することとなる。 

 

他方、特定の基準をもってユニバーサルサービス制度の対象となるブロードバンド

サービスを定義したとしても、急速な技術革新等の影響により当該基準が短期間で陳

腐化するおそれ26があり、ユニバーサルサービス制度の安定的な運用の観点から問題

となる。 

 

また、仮に提供サービスの内容等による定義を設けることを考えた場合、ＩＰ化が進

んだ環境下では、例えば、音声サービスは IP ネットワークの一つのアプリケーションに

過ぎないものとなり、インフラとしてのブロードバンドアクセスネットワークに接続可能な

事業者はいずれも音声サービスを自由に提供することが可能となる27。したがって、こ

うしたサービス内容による定義を設ける場合、それを競争的に提供しうる事業者が多

数存在することとなり、適格電気通信事業者として、そのいずれかの者を特定すること

                                                  
26 米国においては、ブロードバンドの速度の基準として、「高度サービス」として上り下り双方向で

200kbps 以上、「ハイスピード」として片方向で 200kbps 以上としているところ、これを技術や市場の

進展に応じて変更する必要があるかどうかについて、情報招請が実施されている。（FCC 07-17, 

02/26/2007 及び FCC 07-21, 03/12/2007） 

27 ＮＴＴ東西のメタル加入者回線を他事業者がドライカッパとして利用して直収電話サービスを提供し

ている事業者は２社（０７年８月末現在）。また、マイラインに加盟して電話サービスを提供している

事業者は１１社（０７年８月末現在）。他方、ＮＴＴ東西の光ファイバを用いて０５０-ＩＰ電話サービスを

提供している者は２３３社（０７年８月末現在）存在する。このように、ブロードバンド化及びＩＰ化の進

展とともに、アクセスネットワークを利用し、より多くの事業者が競争する形となっており、ネットワー

クとサービスの提供主体を異なる者とすることが可能な状況が進展している。 
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が困難であるばかりか、また、競争的にサービス提供ができている以上、特定する意

味合い自体が薄れることとなると考えられる。 

 

（２）ユニバーサルアクセスの概念の是非28 

 

こうした状況を踏まえ、「ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方に関する懇談

会」報告書（０６年９月）においては、ユニバーサルサービスの範囲を見直すアプローチ

の代替案として、サービスの種類に関わりなく、アクセス網を経由して一定の要件を満

たすサービスが利用可能である状況（ユニバーサルアクセス）を維持するため、不採算

地域における当該アクセス網の維持費用の一部をユニバーサルサービス制度の補て

ん対象とするアプローチを提案している。 

 

フルＩＰ化を視野に入れ、アプリケーションの一つとして多くの事業者が競争的に提

供可能となる音声サービスと、そのサービス提供に用いるブロードバンドアクセス網を

区別し、このインフラ部分に着目するというアプローチを採用することは、一定の合理

性を有していると考えられる。すなわち、フェーズ２においては、アクセス網を持たなくと

も従前の加入電話と同等の音声サービス等を提供しうる事業者が多数出現する、また

は、端末やアプリケーション等が連携してサービスの提供が実現することが十分に想

定されることから、アクセス部分を提供する事業者とそれを利用する事業者の責務/規

律を分離することが想定されるからである。 

 

また、その際には、当該高コスト地域におけるサービスの確保に当たり、より重要と

なるアクセス網を提供する事業者に着目することが適当である。 

 

（３）ユニバーサルアクセスの具体的範囲及び対象ネットワーク 

 

ユニバーサルアクセスの考え方を採用した場合、いかなるブロードバンドネットワー

クがユニバーサルアクセスとして捉えるべきネットワークかどうか、一定の考え方の整

理が必要である。すなわち、仮に、当該ネットワークから緊急通報が発信できない場合

や、一定水準の音声サービスが確保できない場合には、これを対象と認めることは適

当ではない。 

                                                  
28 ユニバーサルアクセスの概念については、(a)インターネットは早晩国民生活に不可欠なものとなる

ため、ユニバーサルアクセスの概念を導入することは妥当とする意見（イー・アクセス）、(b)ユニバー

サルサービスのコストを下げるため、ユニバーサルアクセスの概念を導入し、光ファイバや無線等の

新技術の導入を積極的に行うことが望ましいとする意見（ウィルコム）、（ｃ）ユニバーサルアクセスは、

対象として選定するサービス、当該サービスの提供に用いる技術によっても異なるため、明確な定義

づけが必要とする意見（ソフトバンク）が出された。 
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したがって、「一定の要件を満たすサービスが利用可能であるアクセス網」といった

基準を採用することが適当である。その上で、例えば、現行の加入電話と同等のＱｏＳ

水準の音声サービスを提供可能なアクセス網については、有線・無線の別なく、不採

算地域においてこれを維持するための費用をユニバーサルサービス制度による補て

ん対象とするというアプローチは合理性を有するものである。 

 

ここにおいて、WiMAX 等のモビリティのあるサービスを提供するアクセス手段をユニ

バーサルアクセス網となりうる候補に含めることも可能な選択肢であることから、その

適否について十分検討を行うことが必要である。 

 

（４）適格電気通信事業者の指定要件の在り方 

 

① 業務区域の考え方 

 

現行制度においては、適格電気通信事業者として、都道府県の区域を業務区域

として、その区域内のすべての世帯に対し提供が可能な者として、ＮＴＴ東西がその

申請により指定を受けている。これは、ＮＴＴ法においては「あまねく電話責務」が課

されていることから、これとの整合を図るため、省令において、業務区域内全域での

役務提供、ユニバーサルサービス（加入者回線アクセス、公衆電話及び緊急通報）

の一体的提供等、実質的にＮＴＴ東西の現行のユニバーサルサービスの提供水準

が低下しないよう、適格電気通信事業者の指定要件はＮＴＴ東西を念頭に置いた設

定としているものである。 

 

ユニバーサルアクセスの概念を採用するとした上で、上記サービスの一体的提供

の条件を緩和する場合には、ユニバーサルアクセスの提供者としての適格電気通信

事業者（以下「適格アクセス事業者」という。）として複数の事業者が指定されること

が想定される。全国もしくは複数都道府県にまたがってサービスを提供する競争事

業者のほかに、特に、不採算地域においてブロードバンド網を整備し、これを自らが

電気通信事業者となってサービス提供する地方公共団体や、地方公共団体が敷設

したブロードバンド網をＩＲＵ29により利用している電気通信事業者などもブロードバン

ドアクセス網を提供することとなる。 

 

ユニバーサルサービス制度のデザインとしては、適格電気通信事業者となりうる

                                                  
29 Indefeasible Right of Useの略：破棄し得ない使用権。関係当事者の合意がない限り、破棄した
り、終了させることができない永続的な回線使用権のことをいう。 
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事業者の範囲については、これを特定の者にのみ限定するのではなく、可能な限り

広範なものとした上で、より効率的で安定的な者を決定していくことが望ましい。その

ため、ユニバーサルサービス制度において上記地方公共団体のネットワークを活用

することも念頭に置けば、指定要件等においてサービス提供の安定性確保策を講じ

た上で、業務区域の設定に当たっては市町村といったより狭い区域も可能とする枠

組みを検討することが適当である。30 

 

② 一区域一指定か複数指定か 

 

上記①の場合、複数の事業者が同一の業務区域内においてユニバーサルアクセ

スを提供しており、適格アクセス事業者として指定されるため、当該複数の事業者が

申請を行う可能性がある。その際に、適格アクセス事業者を一区域一事業者に限定

するべきか、複数の適格アクセス事業者指定を認めるべきか、議論のあるところであ

る。前者については、多くの事業者が支持する考え方31であり、交付金の増加を回避

する観点から、適当であるとするものである。他方、後者については、同区域の最終

的なユニバーサルアクセスを確保する上で、適格アクセス事業者同士がその「破綻リ

スク」を意識することによって結果的に制度の長期的な安定をもたらし、ユニバーサ

ルサービスの安定的な提供を資するのではないかとの主張である。 

 

複数の適格アクセス事業者を指定する場合、ユニバーサルサービスの安定的な提

供に資する面はあるものの、通常、適格アクセス事業者が経営困難となり市場を退

出し、ユニバーサルサービス確保が困難となる可能性の高い地域は、需要面、費用

面で採算をとることが相対的に困難な地域であると考えられる。そうした地域におい

て、複数の適格アクセス事業者が参入することは必ずしも想定されないため、むしろ、

単独の適格アクセス事業者の場合において、最終的なアクセス提供事業者の担保方

策を検討することがより実効的と考えられる。 

 

また、仮に複数の適格アクセス事業者がともにユニバーサルサービス制度から必

要な費用の補てんを受けるとすると、本来、一事業者に補てんを行うことによって目

                                                  
30 ユニバーサルアクセスを想定した場合、地方公共団体やＣＡＴＶ事業者等がアクセス設備を運用す

ることも想定されることから、適格事業者の範囲は拡大することが望ましい（ウィルコム）との意見の

ほか、ユニバーサルアクセスを提供可能な事業者を適格電気通信事業者とすべきとの意見がテレ

サ協から出されている。 

31 同一エリアにおいて複数の電気通信事業者を指定すると、複数の通信手段を確保することが必要

になり、社会的なコスト負担の増加につながることから、複数の事業者を適格事業者に指定すること

は適当でないとの意見（ＮＴＴ、フュージョン、ウィルコム）が出された。  
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的が達せられる制度が、同じ目的のため二重に金額を要することとなり、制度に非効

率が生じる。また、仮に負担金の最小化を図ることとすると、この場合にはどの事業

者も必要なユニバーサルサービスアクセスの維持費の額が確保されず、十分なユニ

バーサルサービスを維持できないこととなる。以上から、一区域一事業者を基本とす

ることが適当である32。 

 

③ 適格アクセス事業者の選定 

 

一の適格アクセス事業者に限定する場合、様々な利用可能な異なる技術（有線／

無線）に対し、その採用を阻害したり、参入を阻止することは技術中立性の観点から

望ましくない。また、合理的な理由なく無線に比べ有線系の事業者を優先する等の行

政側の判断は、技術中立性の観点から避けるべきことである。したがって、緊急通報

が発信できる等の一定の要件を満たす限り、いずれの技術でも、また複数の技術の

組み合わせを用いる事業者でもよく、そのうちで最も費用対効果の高い(Cost 

effective)者を選定することが適当である33。 

 

かかる選択を具体的に進めるに当たって、諸外国の一部では、逆オークション制

度を導入している、又は導入を検討している状況にある。 

 

逆オークション制度を実施することにより、各地域におけるユニバーサルサービス

制度の交付金の支払い総額の抑制が図られるとともに、適格事業者が行うサービス

の範囲及び質が契約条件により明確化され、契約内容の遵守状況のフォローが容

易になる。また、仮に公正な入札手続を定めることができれば、行政による判断では

なく市場原理に基づき、技術中立的な形で公平な参入機会を保証することも可能とな

るとのメリットが存在する。 
 

その一方で、逆オークション制度を導入する場合には、運用上の費用、労力等、事

業者の投資意欲の抑制及びサービス品質の低下の恐れ、不正行為の防止等の様々

な問題点が指摘されている。こうした問題点をクリアした上で、具体的な入札方法を

                                                  
32 諸外国の状況を見てみると、ＥＣ指令上は複数の指定事業者を排除しない枠組みとなっているが、

実際にＥＵ諸国内で複数を指定している国は存在しない。他方、米国においては通常２者以上を指

定する枠組みである。しかしながら、補論（１）で後述のとおり、基金規模の拡大が問題視され、現在、

包括的な改革が進められているところである。 

33 適格電気通信事業者の選定は、経済性・効率性の観点からの当該地域区における最も低廉な維

持費で提供できる１社にすべきという意見（フュージョン、ＣＩＡＪ）、競争入札の実施（テレコムサービ

ス協会）や当該地域でインフラ整備を行った事業者に対する審査を実施すべきとする意見（ＣＡＴＶ連

盟）が出された。 
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慎重に検討することが必要であり、諸外国における制度運用の実態等を踏まえ、適

否を判断することが適当であり、慎重な検討が必要である。 

 

また、この場合、当該区域における唯一の適格アクセス事業者となることから、サ

ービス提供が中止等されることのないように、その選定に当たっては、上記経済合理

性の観点のほか、事業の安定性・継続性といった視点も考慮の上で選定することが

適当である。 

 

なお、適格アクセス事業者の指定について申請が行われない場合や適格事業者

が経営破綻等によりやむを得ず市場から退出する場合等、当該地域において適格ア

クセス事業者が存在しなくなる場合についての対応について、検討が必要である。こ

うした場合、公共の利益が損なわれることとなることから、かかる事態の回避のため、

一定のルールをあらかじめ設けることが必要であり、以下の方向性等を含め、意見

招請の結果を踏まえ、改めて整理を行うことが適当である。 

 

具体的には、①適格電気通信事業者の指定を、例えば市町村単位などを業務区

域とする電気通信事業者と、より広域（例えば都道府県単位等）を業務区域とする電

気通信事業者とに分けて行い（両者の業務区域は、通常は重複しないと想定）、一定

の場合には、後者が前者に代わってユニバーサルアクセスを提供する仕組み、②一

時的に公的管理下において受け皿を探す仕組み、③国が一定の要件を満たす事業

者を暫定的に指定する仕組み等が考えられる。 
 

④ 適格アクセス事業者の指定の取消し 

 

現行制度においては、適格電気通信事業者の取消しの申請があったとき等には、

指定を取り消すことができることとされているが、NTT 東西以外の複数の事業者が適

格アクセス事業者となる可能性があることにかんがみ、適格アクセス事業者に対し、

その期待されるべき役割を踏まえ、一定の規律を課すことが適当である。 

 

具体的には、特に高コスト地域において安定的なサービス提供を確保するために、

当該ユニバーサルアクセス網を利用し、できるだけ多くの事業者が公平にサービスを

提供可能となるよう、現行制度の接続約款の作成・公表を維持することが適当である。

次に、当該高コスト地域における適格アクセス事業者は、原則として一定期間中は適

格アクセス事業者としての地位を保持するため、指定期間を設けることとする等、そ

の指定に際し、安定性･継続性を担保するための要件を課すことが適当である。 
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その一方で、技術革新の激しい通信サービスの提供主体である適格アクセス事業

者については、その適格性を一定期間毎にチェックを行うことが適当であり、これによ

り、第４章 （２） ６）の料金の低廉性の確保の在り方において前述した、地域間料金

格差を間接的に確保するためにも有効な方策となるものと考えられる。 

 

⑤ 経営危機等による適格アクセス事業者の市場退出  

  

他方で、経営危機等により市場からやむを得ず退出せざるを得ない場合について

は、これを行政として阻止すること自体、大変困難であるため、許可制等の退出の規

制は実効性を持たない。 

 

むしろ、そうした事態に立ち至った場合、前述の③適格アクセス事業者の選定の項

目に加え、例えば、当該アクセス事業者に代わってユニバーサルアクセスを提供する

事業者に対し、当該アクセス事業者が現行の設備を譲渡することを義務づける等の

措置の事前ルールを定めておくことが、予見可能な形でユニバーサルサービスの安

定性の確保を図ることができることとなる34。 
 

またそうした事態における、最終的なサービス提供の確保の観点については、これ

をＮＴＴ東西の役割35として期待するとの考え方もありうるところであり、これをどのよう

に考えるかについては、ＮＴＴの在り方の見直しも踏まえ、今後さらに検討していくこと

が必要36である。 

 

⑥ その他の指定要件 

                                                  
34 米国の制度上は通信法第２１４条（ｅ）項（ユニバーサルサービス）においては、適格事業者が１社

しかいない場合には、撤退は認められていない。また、サービス未提供地域については、州公益事

業委員会等が最適な提供事業者を指定し、当該サービス未提供地域へのサービス提供を命令す

ることとなっている。 

35 ＮＴＴ東西以外の事業者が適格電気通信事業者に指定された場合において、当該地域からＮＴＴ

東西が撤退することが認められるかどうかについて、(a)慎重に検討が行う必要があるとの意見（Ｋ

ＤＤＩ）、(b)適格電気通信事業者がいない場合はＮＴＴ東西がなるべきとの意見（ウィルコム）、(c)ＮＴ

Ｔ東西に撤退を認め、ＮＴＴ東西に代わる電気通信事業者を最終的なサービス提供事業者として確

保する必要があるという意見（ＱＴＮet）が出された。 

36 ＮＴＴ東西については、例えば自衛隊法第１０１条において、自衛隊と相互に常に緊密な連絡を保

たなければならない機関として指定されており、自衛隊の任務遂行上特に必要があると認める場合

には、ＮＴＴ東西に対して協力要請が行われ、特別の事情がない限りこれに応じなければならないと

の、緊急通信確保への協力義務が規定されている等、有事や災害の場合等の緊急通信確保の役

割が課せられている。こうしたＮＴＴ東西が現在果たしている公共的役割も含め、総合的な検証が必

要となる。 
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NTT東西以外の複数の事業者が適格アクセス事業者となる可能性を踏まえると、

指定に係る地域のユニバーサルサービス収支と業務区域全体の収支、並びに経

営状況全体のほか、各指定要件の履行状況等について事後的にチェックをするた

め、会計制度等についても、引き続き見直しを進めることが適当である。 

 

（５）コスト算定の在り方 

 

現行の加入電話のユニバーサルサービスの場合、加入電話は長期増分費用（ＬＲＩ

Ｃ）モデルを用いてコスト算定を行っている。しかしながら、ユニバーサルアクセスの概

念を導入する場合、各適格アクセス事業者の個別のコストの算定が必要となるとする

と、どのようなコスト算定が考えられるか、まず検討が必要である。 

 

ＮＴＴ東西については、当該ユニバーサルアクセス網が指定電気通信設備として指

定され接続ルールが適用される場合には、当該ルールに基づきコスト算定方法が定ま

ることとなると想定されるため、その算定方法をユニバーサルアクセス網提供に係る費

用の算定に活用することが考えられる37。本年９月２０日の情報通信審議会答申にお

いて平成２０年度以降の接続料算定の在り方について報告が取りまとめられている38

が、その中の検討項目に次々期の接続料算定方法についての報告が記載されており、

現在のＬＲＩＣ39を修正し、用いるとの提案も含まれているところである。 

 

また、その他事業者のコスト算定については、①実際費用により算定する方法40、②

ＬＲＩＣ等の算定モデルを構築し算定する方法、及び③なんらかの代理変数（プロキシ

                                                  
37 現行のユニバーサルサービス制度に係る補てん対象額算定に用いるＬＲＩＣモデルは、ＰＳＴＮの接

続料の算定に用いられているものである。 

38 接続料算定に用いるＬＲＩＣモデルについては、情報通信審議会(平成２０年度以降の接続料算定

の在り方について【諮問第 1170 号】)答申の報告書の「第６章 新モデル適用期間後（注：２０１１年

度以降を想定）における接続料算定の在り方」において分析が加えられている。 

39 コスト算定モデルについて、現行算定方式は、①過剰な負担金の増加を抑止することが可能、②

適格電気通信事業者自身によるコスト削減インセンティブが働く、③競争中立的であるといった利

点があり、これを維持することが重要との意見（イー・アクセス、フュージョン）が出された。 

40 適格電気通信事業者に対して、高コスト地域においてコストを下回る料金によるサービス提供を義

務付ける場合には、ユーザからの料金収入だけではサービスの維持が困難になることから、サービ

スを確保するために必要なコストとユーザ料金収入の差額を基金等から補てんする仕組みが必要

であり、その場合において、長期増分費用方式によるモデルコストではなく、実際にサービスを確保

するために必要な現実のコストに基づき補てん額を算定することが必要との意見（ＮＴＴ）が出され

た。 
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ー）を用いて推定する方法が考えられる。 

 

①実際費用については、当該事業者の事業運営の効率化を反映することが困難で

あることから費用を負担する事業者の理解が得られないものと考えられる。また、②

LRIC 等の算定モデルについては、複数技術の、異なる地域における、異なる事業者

のネットワーク毎のＬＲＩＣ等のコストモデルを、予め準備することは、その費用と時間を

考慮すると適当ではない。したがって、当該適格アクセス事業者のコストを算定するに

当たっては、ＮＴＴ東西のモデル費用等の代理変数を用いて、（ア）利用技術を踏まえ

補正を行う方法、（イ）当該技術の一般的なコストを踏まえ推定する方法、（ウ）最も低

コストで構築可能と考えられるアクセス網（ルーラル地域における広帯域無線アクセス

等を想定）の一般的なコストを踏まえ推定する方法等、が考えられる。 

 

次に、具体的な補てん額算定に当たって、現行のベンチマーク方式を用いる場合41

には、高コスト地域（４．９％の不採算地域）の範囲等についても、再検討が必要であ

る。 

 

現行制度における高コスト（４．９％の不採算地域）地域は、競争事業者が参入を見

合わせる高コスト地域である蓋然性が高いなどの理由により設定しているが、ブロード

バンドサービスの場合、不採算地域において公的主体を含む多様な主体がサービス

提供を行うことがあり得ることや、地域により有線／無線といった異なる技術、異なる料

金によりサービス提供が行われることも想定されるため、２０１０年代初頭段階でのブロ

ードバンド網の構築状況を踏まえつつ、高コスト地域の設定方法についてさらに検討を

加えることが必要である。 

 

また、さらには、そもそもブロードバンドサービスを前提として、ユニバーサルサービ

ス制度として補てん対象額を算定する場合、ユニバーサルアクセスを維持するための

コストとして、その時点での提供を確保すべき音声伝送サービスの機能等に要する必

要最小限の費用のみを基礎として算定することが適当か、当該ブロードバンドサービス

全体に係るアクセス費用を基礎として補てん額を算定することが適当か、検討を行う必

要がある。 

 

前者の場合、最低限補てんすべき機能に係る費用と、それ以外の費用を合理的な

費用の配賦基準を設け算定を行うことが必要である。しかしながら、音声伝送等最低

限補てんすべき機能は、一般的にＩＰ化されたブロードバンドサービスのアプリケーショ

                                                  
41 ベンチマーク方式の他、収入費用方式の採用も考えられるが、これには、料金値下げを行うことに
より補てん対象額が増加するとの構造的な問題が存在するため、採用することは出来ない。 
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ンの一つとなると考えられるため、ネットワーク全体の維持のための費用と比べると少

額な補てん額のみしか期待することが出来ず、かかる補てん額によりネットワーク全体

を維持していくことが可能かとの問題を慎重に検討することが必要である。他方、後者

の場合には、ごく少数の利用者のみしか利用しない機能に係る費用をユニバーサルサ

ービス制度において補てんを行うことは適当でないため、全体ネットワーク維持費用を

基礎として、これをなんらかの基準により補正を加える必要がある。 

 

（６）コスト負担方法(拠出方法)の在り方 

 

現行制度では、ＮＴＴ東西と接続等を行うことで受益している電気通信事業者（１０億

円超の売上高を有する事業者に限る。以下「接続電気通信事業者等」という。）を負担

対象事業者とし、当該事業者に割り当てられ、稼動している電気通信番号数をベース

に応分の負担を求めているが、これは全国津々浦々まで加入電話の受発信が可能と

なることにより各電気通信事業者が受益しているという考え方(“play or pay”原則)に基

づく仕組みとして、その受益の程度について電気通信番号数をドライバーとして負担額

に反映させることとしたものである。 

   

しかしながら、ユニバーサルアクセスの場合、これを維持することにより得られる便

益は、必ずしも音声電話機能が利用できることに限定されることなく、あらゆるパケット

流通の確保が可能という一定の受益が確保されることとなる。 

 

この点を踏まえると、現行制度の電気通信番号をベースとする受益者負担制度は

電話役務のみに着目するものであることから、変更が求められる。すなわち、現在接

続電気通信事業者等は、０７年８月末現在で５３社であるが、これをより広範な通信事

業者等を対象とすることが、適当となる。 

 

この場合、従来同様受益の程度に比例した拠出を行わせることが一義的には望まし

いと考えられる。しかしながら、事業者間のブロードバンド網の利用の実態上、コスト等

の問題からパケット数に応じた精算は行われておらず、また帯域幅等を考慮して決定

されるトランジットや、そもそも事業者間での精算自体を行わないピアリングなどさまざ

まな方法により行われているが、ＩＰ網における事業者間の接続関係は、複雑に入り組

んでおり、それを把握すること自体困難である。このことから、事業者間のユニバーサ

ルサービス制度の負担を受益の程度で測ることは現実的ではないと考えられる。 

 

したがって、例えば、電気通信事業収益のような負担能力に着目し、それに応じた
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負担を行うといった仕組みに改めることが必要である42。その際には電気通信サービス

とその他のサービス等とのバンドルが行われる場合の電気通信収益の把握方法等に

き、会計制度の見直しをあわせて行うことが必要となる。 

 

なお、利用者に負担を転嫁することが前提となるような負担の仕組みについては、

現行制度稼働後直ちに補てん額算定方式を見直した経緯等43を踏まえると、その検討

に当たって十分配慮することが求められる44。 

 

 また、今後のユニバーサルサービス提供が技術中立的に無線網も含めて提供される

可能性にかんがみ、移動通信のエントランス回線の維持コストを一定期間補填する現

行の公的支援の枠組みについても、ユニバーサルサービス制度との整合性を確保し

つつ整備・拡充を図ることについて併せて検討を行い、包括的な制度構築を図ること

が求められる。さらには、通信・放送の融合・連携に対応した法制度の検討が進められ

ているが、当該法制度の検討において、伝送プラットフォームの共通化が今後さらに進

展していく中、従来の通信を主体とするユニバーサルサービスの考え方にも変化が生

じることが想定されるため、通信・放送の融合の環境下におけるユニバーサル性の確

保の在り方についても、改めて検討が必要となる可能性があると考えられる。 

     

（７）料金の低廉性確保の在り方（☞ 第２章参照） 

 

ユニバーサルアクセスの概念を採用する場合、アクセス回線の態様が様々であり、

当該アクセスを確保するためのサービス料金も一意に決定されない45。また、通常のサ

ービス提供形態は、ユニバーサルアクセス網を提供する事業者と、そのネットワークを

卸役務又は接続により利用し、最終利用者にサービスを提供する事業者と２類型の事

                                                  
42 ユニバーサルアクセス回線を利用するユーザが接続可能である電気通信サービス（音声サービス

以外のブロードバンドサービス、映像サービス等を含む。）を提供する事業者まで拡大すべきとの意

見（フュージョン）や、電気通信事業者のほか、コンテンツプロバイダー及びこれらのサービスの利用

者も受益者として負担を求めるべきとの意見（ＣＡＴＶ連盟）が出された。 

43 長期増分費用方式に基づく平成１９年度の接続料等の改定に係る情報通信審議会答申（０７年３

月３０日）において、ユニバーサルサービス制度の負担金の額が増加することが見込まれる一方で、

負担金を支払う電気通信事業者の大半（５３社中５０社。０７年３月末当時）が利用者に当該負担金

を転嫁している状況を踏まえ、利用者負担を抑制する観点から速やかに補てん額の算定方式を見

直すよう要望がなされたことを受けて、関係省令の改正を行った（０７年９月施行）。 

44 各社が一律に利用者に負担を転嫁するのではなく、収益で吸収するべきとの意見（地婦連）が出さ

れた。 

45 高コスト地域において、政策的に、利用可能な料金でユニバーサルサービスを維持するためには

最小限の利用者料金規制は必要との意見（ＮＴＴ）が出された。 
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業者が存在することとなる。 

 

この場合、最終的に料金の低廉性を確保するべきは、最終利用者の利用するユニ

バーサルサービスの料金の低廉性であり、それを確保するための前提条件としては、

ユニバーサルアクセス網利用のための適正な料金と、それを利用し最終利用者にサ

ービスを提供する事業者の料金設定の両面の適正性の確保が必要となる。 

 

ただし、アクセス網を利用して最終利用者に対しサービス提供する事業者への卸料

金（接続料を含む）の適正性が確保される場合には、当該アクセス網を利用してサービ

ス提供を行う事業者は、基本的には複数の事業者が競争的にサービス提供を行うこと

が可能となる。その場合には、最終的な利用者への料金の低廉性は競争によって確

保されることが想定され、特段の事前規制を設ける必要性は認められない。他方、需

要が十分でないため、参入が図られない場合、一の事業者が最終利用者にサービス

を提供することもあり得るが、この場合には、当該事業者の料金を事前に届出させる

等のセーフガードが必要となる。 

 

（８）ＮＴＴ法の「あまねく電話責務」との関連 

 

ＮＴＴ東西はＮＴＴ法の規定により「あまねく電話」（加入電話）を提供することを前提

に、電気通信事業法上の適格電気通信事業者となることが制度として予定されている

ところであるが、仮にユニバーサルアクセスの概念を導入する場合、電気通信事業法

に規定する「国民生活に不可欠であまねく全国において提供が確保されるべきサービ

ス」との間で乖離が生じることとなり、また、前述のとおり、フェーズ２においてはNTT東

西以外の電気通信事業者が適格電気通信事業者となりうることを踏まえると、必ずし

もＮＴＴ東西があまねく全国に提供するという状況ではなくなると考えられる。 

 

この点、ＮＴＴ法において、これまでのようにＮＴＴ東西にユニバーサルアクセスのあ

まねく提供責務を課すことが適当か、ＮＴＴ法の規定がなくとも全国あまねく提供を確

保することが可能か等、ＮＴＴ東西以外の電気通信事業者も適格電気通信事業者にな

り得る状況や、その場合のＮＴＴ東西の役割（最終的なサービス提供の確保の観点か

らどのように考えるかなど）を念頭に置きつつ検討が加えられる必要がある。したがっ

て、この検討は、２０１０年時点で行われるＮＴＴの在り方の議論も踏まえた上で別途行

われる必要がある。 

 

なお、上記の検討に際して、公衆電話については、事実上、ＮＴＴ東西以外の参入

が見込めないため、ＮＴＴ法上のあまねく電話責務がなくなる場合にも、電気通信事業
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法において、その提供を担保する措置が必要となることについても留意する必要があ

る。  

 

（９）その他の留意すべき事項 

 

① ＩＰ網への移行（マイグレーション）への対応 

 

フェーズ２の前半（ＰＳＴＮとＩＰ網が並存しつつ、ＩＰ化へ向かう過程）においては、ブ

ロードバンド網が整備され、ブロードバンドサービスを全国どこででも需要に応じサー

ビスが提供される環境が整うこととなる。また、光ＩＰ電話等のブロードバンドサービス

を利用した電話サービスの加入者数の逆転が起こるものの、依然として加入電話の

利用者が相当数残存する状況であると考えられる。 

 

ここにおいて、かかる二重のネットワークの維持を続けることは、中長期的に社会

的コストが増大することが考えられる。特にＰＳＴＮの加入者が大幅に減少した状況

にあってもＰＳＴＮに対する需要があれば呼応しなければならないとすれば、ＰＳＴＮ

の縮減が出来ないという意味で、コストが膨大となる。 

 

したがって、加入者回線とＩＰ網が併存し、ＩＰ網へのマイグレーションが一層進もう

としている環境においては、ユニバーサルサービス制度においても、こうしたＩＰ網へ

の移行を妨げないよう措置することが必要である。すなわち、ＩＰ網への移行のため

に、ＰＳＴＮに対する需要がある場合でも、ＰＳＴＮの維持コストと比べて、ＩＰ網への移

行費用が低廉となる場合等においては、これに呼応しないことを認めることが必要と

なる。このことは、加入電話を全国あまねく利用できるようにするとのユニバーサル

サービスの前提を崩すこととなる。 

 

こうした変更を行うに当たっては、その時点までに光ＩＰ電話がブロードバンドアク

セスサービスの付加的なサービスでなく、単独で利用可能な Affordable な料金水準

のサービスとして提供されていることが、利用者の負担を最小化する観点から検討

していくことが望ましい。また、あわせて、安全・信頼性においても加入電話と光ＩＰ電

話のサービスが同等であり、代替性が確保される必要がある。 

 

② マイグレーションに係る追加的費用 

 

上記マイグレーションの時期における、加入電話の利用者は、加入電話を継続し

て利用したい場合であっても、ＮＴＴ東西のＰＳＴＮをＩＰ網へ移行させるため、光ＩＰ電
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話に移行せざるを得ない。この場合に必要な工事費や端末等のコストについては、

ＰＳＴＮとＩＰ網の二重投資に起因する社会的コストを減少させるという政策的な理由

の下に、移行を余儀なくされるとすれば、なんらかの政策的な支援策を検討すること

が必要となる。 

 

また、ＮＴＴ東西側においても、減価償却完了前の資産を除却する際の除却損や、

仮にメタルケーブルを巻き取る場合のコスト等は、現在、あまねく電話責務によって

維持してきた資産を撤去する際に追加的にかかる費用であることにかんがみると、

その費用の一部について、必要に応じて政策支援を行う必要性についても検討する

ことが適当である。 

 

仮に何らかの政策支援を講じるとする場合、ＰＳＴＮの終了時期とその段階的移行

計画等が明確になっていることが最低条件である。それが明確でない中で、無定量

に政策支援を行うことは適当でないばかりか、利用者利便にかんがみても、一定の

期間を区切った移行を行うことが重要である。 

 

したがって、まずは、NTT 東西がその計画を明確化した上で、それを踏まえ、移行

の円滑化を図るために国、地方公共団体、事業者等としての役割を明確化すること

が必要であり、当該計画が明らかになった時点でさらに具体的な検討を行うべきで

ある。その際に、利用者に対する周知活動は徹底して行い、利用者保護に留意する

ことが必要である。 

 

なお、発生する追加費用については、ＩＰ網へのマイグレーションが単に通信サー

ビスの利用者のみならず、放送を含め受益者が拡大することを踏まえた政策支援を

講じる新しい視点にも留意することが必要となる46。 

 

② 公衆電話のＩＰ化等 

 

ＩＰ網への移行が進む中、公衆電話のＩＰ化についても中期的課題として検討が必

要である47。 

 

現行の公衆電話端末はＰＳＴＮのメタル回線向けであるため、光アクセス回線を前

                                                  
46 ＩＰ化の促進を図るようなマイグレーション基金の創設等を検討するべきとの意見（ウィルコム、ＣＩＡ

Ｊ、ＣＡＴＶ連盟）が出された。 

47 公衆電話をＩＰ化するとともに、低コスト化（カード決済専用とし、料金回収を不要にするなど）を図る

べきとの意見（ＣＩＡＪ）が出された。 
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提とすると、新たな端末の開発及び取替えが必要となり、また、ＩＰネットワーク上で

課金パルスを送出する機能の開発を要するなど、相応の投資が必要となることを念

頭に置く必要がある。 

 

その上で、公衆電話の低コスト化と利用者利便の確保について、調和を図りつつ、

ＮＴＴ東西において検討を進めることが適当である。例えば、カード決済専用とし料金

回収を不要にすることで、料金回収に係る費用の低減化を図るとともに、多機能カー

ドを利用可能とすることで、利用者利便を向上させることも検討できるのではない

か。 

 

また、ブロードバンド網に接続することを活用し、公衆電話の高度化・多機能化等

を図ることにより利用増を図ることも有益な視点である。 

 

なお、携帯電話等の戸外における通信手段が多様化し、公衆電話の利用は年々

減少している。また、フェーズ２においては、さらにＩＰ技術を用いた戸外における様々

な通信手段が生まれてくるものと想定される。他方、災害時優先電話としての機能を

有する公衆電話は、依然として重要な役割を担っており、こうした機能を確保しつつＩ

Ｐ化に対応した公衆電話の設置を行っていくことが検討に値する。その際、設置場所

や台数について、こうした公衆電話を取り巻く環境変化を踏まえながら、検討を進め

ることが必要となる。 

 

③ ＰＳＴＮとＩＰ網が並存する時期におけるＰＳＴＮ設備の撤去等に要する費用等 

 

ＰＳＴＮとＩＰ網の並存する状況から、ＩＰ網へ完全移行を進める過程では、番号ポー

タビリティに関するデータベース機能などのように市内交換機に存置されている機能

も存在しており、その扱いについても個別に再整理を行う必要がある。 

 

現状においては、その費用については接続料の一機能として接続料によって、そ

れを利用する事業者から回収が行われているものであるため、必要な費用について

は、接続料の枠組みの中で検討を進めていくことが適当である。 

 

ＮＴＴ東西がメタル回線を撤去する場合には、４年前に関係事業者に通知すること

が接続約款に明記されている。この規定は、特定の地域においてＮＴＴ東西の事情に

よりやむをえない場合に撤去を実施するに当たって、通知を行いこれを認めるという

趣旨である。しかしながら、ＰＳＴＮからＩＰ網へネットワーク全体を移行させていくとい

うケースについては、現在ＡＤＳＬ事業を行っている事業者の経営の根幹にもかかわ
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る問題となり、事柄の性格が同一ではないため、一律４年前の通知で十分かどうか

関係事業者の意向等も踏まえ慎重に検討を行う必要がある。 

 

いずれにせよ、社会的コストの増大と個別事業者に与える競争上の不利益等を勘

案し、進めるとともに、かかる競争事業者の不利益が生じない地域等においては、逆

に、４年間にかかわらず、これを繰り上げて移行を進める可能性についても検討を行

うことが適当である。 
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６．制度見直しに向けた検討の進め方 

 

「新競争促進プログラム２０１０」(０６年９月)では、ユニバーサルサービス制度の見

直しに係る本格検討について、「２０１０年度にブロードバンド・ゼロ地域の解消を図ると

いう政府方針を念頭に置きつつ、(中略)０９年に情報通信審議会の審議を経て、可能

な限り速やかに所要の制度整備を行う」こととされている。 

 

ユニバーサルサービス制度の見直しについては、前述の２つのフェーズを念頭に置

いて、可能な限り検討を前倒しして実施することが求められる。 

 

情報通信審議会答申（０７年３月）においては、「現在検討が進められているユニバ

ーサルサービス制度自体の見直しについても、可能な限り前倒しを行い、速やかに結

論を得ることが望ましい」旨の要望がなされているところであり、０８年春にも情報通信

審議会に諮問を行い、必要な省令改正等を実施することが適当である。 

 
なお、今後のＩＰ網への移行状況を踏まえて制度設計を行う上でも、ＮＴＴ東西におい

ては、可能な限り早急にＰＳＴＮからＩＰ網への移行計画が公表されることが望まれると

ころである。総務省においては、この計画を踏まえ、さらに制度の在り方を詳細に検討

することが望ましい。 
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（補論） 欧米等におけるユニバーサルサービス制度の動向 

 

（１）各国のユニバーサルサービス制度の現状 

   

米国、欧州等の諸外国においても、ユニバーサルサービス制度が稼働している。

米国では、「１９９６年電気通信法」に基づき制度が規定されており、ＥＵにおいても、

「ユニバーサルサービス指令(２００２)」に基づきＥＵ各国が規制の枠組みを定めてい

る状況にある。 

さらに、オーストラリアや韓国等においても制度が稼働しているほか、その他の諸

外国においてもユニバーサルサービス確保のための制度整備が進んでいる状況に

ある。 

 

① ユニバーサルサービス制度の定義等 
 

米国通信法（第２５４条）において、ユニバーサルサービス制度の原則として「良

質なサービスが公正、妥当かつ低廉な料金で利用可能」、「全国すべての地域の

消費者が都市地域と合理的に同等の電気通信・情報サービスに合理的に同等の

料金でアクセス可能であること」が求められている。 

 

また、ＥＵの「ユニバーサルサービス指令」においても「地理的な場所とは無関係

に、各々の国情に照らして、手頃な料金により全国のあらゆるユーザに対して所定

の品質により利用できるよう確保されなければならない」とされており、概ね各国と

も、ユニバーサルサービスが地理的条件にかかわらず、利用可能な料金で利用で

きることを制度の枠組みとして規定している状況にある。 

 

② ユニバーサルサービスの範囲等 
 

    米国（連邦）では、「single party サービス（１加入につき１加入者回線を割り当て

るサービス）」、「公衆網への音声級アクセス」、「緊急通報サービスのアクセス」等

がユニバーサルサービスの範囲に含まれるほか、低所得者、学校・図書館、医療

機関を支援する仕組みがある。 

 

また、ＥＵにおいても、「固定地点における公衆向け電話網への接続」、「公衆電

話」、「無料の緊急通報」、等がユニバーサルサービスの範囲に含まれており、概

ね各国とも、我が国におけるユニバーサルサービスの範囲である加入電話、公衆
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電話、緊急通報を含んだ定義が行われている。 
 
③ 適格電気通信事業者の範囲 
   

米国（連邦）では、米国通信法第２１４条の規定により、州の委員会は、一定の

要件を満たす公衆電気通信事業者を適格電気通信事業者として指定する必要が

あり、複数の適格電気通信事業者を指定することについて、ルーラル地域の電話

会社のサービス提供地域については任意、それ以外の地域は必須とされている。

また、米国通信法第２１４条は、適格電気通信事業者が１社の場合は撤退を認め

ず、サービス未提供の地域については、州の公益事業委員会等が最適な提供事

業者を指定し、当該サービス未提供地域へのサービス提供を命令することとなっ

ている。 

 
   ＥＵでは、「ユニバーサルサービス指令」上は、サービス毎、地理的市場毎に複
数の適格電気通信事業者を指定することも可能とされている。フランス（フランステ

レコム）、ドイツ（ドイツテレコム）、イタリア（テレコムイタリア）では、適格電気通信

事業者は１社のみ指定されているが、イギリスでは、ＢＴ（ハル市以外）、キングス

トーンコミュニケーションズ（ハル市のみ）が指定されている状況にある。 
   
また、オーストラリアでは各サービスエリアについて１以上の事業者が適格電気

通信事業者の指定を受けることが可能であるが、実際は全土についてテルストラ

が適格電気通信事業者として指定を受けており、韓国においても基本電話サービ

スについては、ＫＴ（韓国通信）のみが指定を受けている。 
 
  このように、米国以外の他の主要国においては、同一のサービスエリアで複数の

事業者を重複して適格事業者に指定している状況にはない。 
 
① コストの算定方法・負担方法 

 
  米国（連邦）では、我が国同様コストベンチマーク方式を採用しており、ＬＲＩＣ方式

により算定した全米平均コストに標準偏差の２倍を加えた額をベンチマークとして

設定しており、その上で、当該ベンチマークを超えた額を補てんする仕組みとなっ

ている。 
   
ＥＵでは、収入費用方式（ユニバーサルサービスの提供義務が課された場合と

課されていない場合の純費用（便益及び収益を考慮）の差を計算）を採用しており、
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実際に制度が稼働しているフランス、イタリアにおいてこうした方式によりコスト算

定が行われているが、フランスでは入札によりサービス提供を行うフランステレコ

ムの入札額が純費用の上限とされている。 
 

    また、オーストラリアでは、コストの算定に当たり、過去の算定結果を基にいくつ

かの係数を用いて変動分を推計する方式が採用されている。また、韓国では純費

用方式が採用され、収入及び便益を考慮することとされており、便益については

損失の１０％を減ずることで算定が行われている。 

    

      このように、ベンチマーク方式に基づき計算されるのは米国のみであるが、そ

の他の国々の収入費用方式においては、様々な実装の形態が存在している。 
 
  ⑤ コストの負担方法 
     

米国（連邦）では、負担金の拠出事業者の範囲として、一部例外はあるが州際

電気通信サービスを提供しているすべての電気通信事業者が基金への拠出義

務を負うこととされ、携帯電話事業者及びＶｏＩＰ事業者についても、総収入に対す

る一定割合（携帯電話事業者：３７．１% 、ＶｏＩＰ事業者：６４．９%） を州際電気通

信収益とみなして負担することとなっている。また、現在、番号ベースに基づく負

担方法についても検討が進められている。 

 

他方、ＥＵでは、売上高等に応じた免除規定はあるが、電気通信事業者に拠出

を求めており、オーストラリア、韓国においても小規模な事業者に対する免除規

定はあるがすべての電気通信事業者に売上高等に基づき拠出を求めており、概

ね各国で電気通信事業収益ベースでの拠出が行われている状況である。 
 

（２）各国のユニバーサルサービス制度の動向 

 

米国及び欧州等においても市場環境の変化等を踏まえ、様々なユニバーサルサ

ービス制度の見直しに向けた動きが見られるところであり、こうした動きにも注意を払

いつつ検討を進めていくことが必要である。 

 

① 米国の動向 

 

米国（連邦）では、近年、適格電気通信事業者の数が増加していること、ユニバー

サルサービス基金への負担金の算定ベースとなる州際通信収益がＶｏＩＰや携帯電
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話の利用増により大幅に減少したこと等を背景として、ユニバーサルサービス基金

の財政状況が悪化している。特に移動系のＣＥＴＣ（競争的適格電気通信事業者）へ

の支払が急増しており、０４年以降の基金規模の拡大の主因となっている。このよう

に、米国では市場環境の変化等によるユニバーサルサービス基金の財政悪化を契

機として、制度見直しに向けた議論が活発化している。 

 

そうした中で０７年５月、ユニバーサルサービス連邦・州合同委員会は、高コストサ

ービス支援プログラムの長期的かつ総合的改革案について意見募集を実施し、検

討が継続している。 

 
本改革案では、増大する支援額をコントロールするため、(a)まずＣＥＴＣ向けの交

付金交付を暫定的・緊急的に増加を抑止した上で、(b)技術中立性や競争中立性に

配慮した高コストサービス支援を決めるための逆オークション制度の導入48、(c)より

細かい単位での支援を可能にするための地理的情報システム技術やより緻密に支

援額を算定するためのネットワーク・コスト・モデルの採用、(d)ユニバーサルサービ

ス基金のブロードバンド普及促進への使用等、の改善措置を講ずることの是非につ

いて検討が行われている。 

   
その結果、パブリックコメントに対する関係事業者の意見は、以下のとおりである。 

   
   ア）暫定的・緊急的キャップ 

 
  主な賛成意見は、緊急・暫定的キャップは、ユニバーサルサービスシステムの
安定化を図る観点から重要（ＵＳＴＡ）とする意見や、各州の高コスト地域における

ＥＴＣの指定に関して、適正な対象に絞らせるための有益な方法である（ＴＤＳ 

Telecom）とする意見である。 

     また、主な反対意見としては、ＣＥＴＣにのみキャップを課すことは、高コストエリ

アにおけるユーザの無線アクセスの権利を害することとなり二重のキャップを課

すこととなる。こうしたことは、通信法に規定する競争中立性の原則に反する

（Alltell）との意見である。 

 
   イ）逆オークション制度の導入 
                                                  
48  逆オークション（Reverse Auction）とは、ユニバーサルサービスの適格電気通信事業者側が入
札者となり、特定地域における特定期間のユニバーサルサービス提供のために最低限必要な補て

ん額を特定し、それらを比較し、当該金額及び条件等を決定しようとするもの。入札（Auction）、競
争的入札（Competitive bidding）とも言う。 
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主な賛成意見は、競争原理が働くことによって、事業者サービスが効率化さ

れる（ＣＴＩＡ）ものである。 

また、主な反対意見は、オークションの実施は多額の費用、時間、労力を要す

る複雑な業務であり、実際に運用するのは困難（NTCA） とする意見や、落札事

業者をどのように決定するのか、どのようなサービスを提供するのか等、様々な

事項に関してコンセンサスがない（TSTC）との意見である。 

  
   ウ）地理的情報システム技術及びネットワーク・コスト・モデルの採用 

 
主な賛成意見は、ルーラル事業者が適正な支援を受けるために、高コスト地

域での事業に係る費用を正確に示すための方法として意味がある（Embarq）との

意見や、費用・投資に関して、どんな事業者の報告よりも正確で効率的な費用を

計算できる可能性を有している（ＣＴＩＡ）との意見である。 

また主な反対意見は、開発には長い時間と多くのコストがかかるうえに、結果

に信頼性がない（Verizon）との意見である。 

   
   エ）ブロードバンドの普及への使用 

   
主な賛成意見は、ブロードバンドの整備は国家の優先施策であり、パイロットプ

ログラムを実施してルーラル地域へのブロードバンド普及を促進すべきである

（Century Tel）という意見である。 
また、主な反対意見は、国の長期的な経済競争力におけるブロードバンドサー

ビスの重要性の観点から考えると、ブロードバンドサービスをユニバーサルサー

ビスとして位置付けるかどうかの検討とは別に進めていくべきである（NTCA）とす

る意見や、ブロードバンドの普及は重要な国家の優先課題であるが、ユニバーサ

ルサービス制度とは別の政策手段によって達成されるべきであり、ブロードバンド

をユニバーサルサービスの対象に加えて支援を拡大することや普及促進のため

のパイロットプログラムを実施すべきではない（Verizon）とする意見である。 

 

なお、マーティンＦＣＣ委員長は、０７年６月、ルーラル地域でのブロードバンド普及

促進について、ユニバーサルサービス基金を活用することを支持する意向を表明し

ているとともに、同年９月６日、連邦と州のユニバーサルサービス合同委員会が、今

後のユニバーサルサービス制度により支援する中心となるのは、a) 音声、b) ブロー

ドバンド、c) モビリティである旨、暫定的に合意した旨の発表が行われた。 
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一方、連邦議会においても、０７年４月、下院において「ユニバーサルサービス改

革法案２００７（Ｈ.Ｒ.２０５４）が提出されている。本法案では、ユニバーサルサービス

支援を当該事業者のブロードバンドネットワークの構築に用いることを認めるととも

に、原則５年以内に最低１Mbps の下りスピードのサービスを利用者に提供すること

の要件を課すこととしている。 

 

② 欧州の動向 

 

欧州においては、我が国と同様に、ブロードバンド化の進展に対応した制度見直

しに向けた検討が開始されている。 

 

０６年６月、欧州委員会は「２００２年電子通信規制の枠組み」の見直しについて検

討を開始し、その中でユニバーサルサービス制度の見直しについて主要検討項目

の一つとしている。 

 

本見直しに際しての「改正提案」においては、次のような整理が行われている。 

 

ア）  現行の EU のユニバーサルサービス指令は、ネットワークアクセスと音声電話

サービスの両方を提供する垂直統合された電気通信事業者という「伝統的なモ

デル」に基づいている。 

イ）  ネットワークのＩＰ化に伴い、音声サービスはＩＰ網のアプリケーションの一つに

過ぎなくなるため、ＩＰ接続をする誰もが競争的な複数の音声サービス提供事業

者の中から選択可能となる。 

ウ）  このため、アクセスインフラの提供事業者に適用する義務とサービスの提供

事業者に対する義務を分離することを提案している。 

 

本改正案に対するコンサルテーションの結果では、上記のアクセスインフラの提供

事業者に適用する義務とサービスの提供事業者に対する義務を分離する提案につ

いて、政府機関及び産業界は可能であると容認する姿勢が示された。その一方で、

消費者団体からは、インフラへのアクセスのみでは不可欠なサービスの保証に不十

分であるとの見解が示された。また、無線技術を念頭に置いた、あらゆる手段でのユ

ニバーサルサービスの柔軟な提供の可能性については、多くの規制当局が検討に

値するとしながらも、サービスの品質や緊急通報等の多くの検討課題があるとしてい

る。 

 

欧州委員会は、ユニバーサルサービス制度の見直しについて、こうしたコンサルテ
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ーションも踏まえ、０８年にグリーンペーパー(具体的見直し案)の策定検討に着手す

るとしている。 

 

一方、欧州議会本会議は、０７年６月、ブロードバンド政策に関する決議を採択し

た。その中で、今後欧州委員会が公表予定のユニバーサルサービスに関するグリー

ンペーパーに関し、ＥＵ全域における合理的かつ低廉な料金でのインターネットサー

ビスの利用可能性について検証し、現行のユニバーサルサービスに関する要件を

修正する可能性について検討することを要請している。 

 

③ ＯＥＣＤにおける検討 

 

ＯＥＣＤでは、０５年に次世代通信ネットワーク時代のユニバーサルサービス義務

の本質と範囲に関する長期的課題を整理49している。その主な内容は以下のとおり

である。 

 

ア） ＰＳＴＮからＩＰ網への移行が進み、採算地域のユーザが早期にＮＧＮに移行する

と、将来のある段階において事業者はＰＳＴＮの維持が不経済となる。ＮＧＮへの

移行は採算地域で先行して進むと考えられ、高コスト地域まで均等に行われる

可能性は小さい。したがって、ＮＧＮアクセスの可能な利用者と、依然としてＰＳＴ

Ｎを使用する利用者の間のデジタルディバイドを引き起こす懸念が生じる。 

 

イ） ＮＧＮ環境では、通信プロトコルやサービスのレイヤーで「水平的統合」や「融合」

が起き、通信インフラの種類を問わず同じサービスが提供できるようになる。通

信インフラは有線・無線が一体化し、通信アクセスが様々な代替手段の上に提供

されるときに、単一技術のプラットフォームのみにユニバーサルサービスの対象

を限定することは、技術・競争中立性を害することになる。 

 

ウ） ブロードバンド技術の性能や経済性はそれぞれ異なり、技術的な品質において

優れている面と劣っている面がある。そのため、将来において、アクセス手段の

品質は地域におけるアクセス手段の利用可能性だけでなく、当該エリアにおける

技術の選択可能性が重要な判断基準になる。 

 

エ） 現行では、ユニバーサルサービス提供者が、電気通信ネットワークインフラの提

供者であることを前提としている。しかしながら、ＩＰ化の進展により以前は別々の

                                                  
49 OECD, ” Rethinking Universal Service For a Next Generation Network Environment” 

(DSTI/ICCP/TISP(2005)5) 
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サービスで提供されていた多くのサービスを一つの伝送プラットフォームで提供

することが可能となる。そのため、音声サービスの”Affordability”や”Availability”

は問題ではなくなり、”affordable”なブロードバンドアクセスへの提供の確保が焦

点になる。 

 

オ） ＮＧＮの環境では、単一のサービスが安定的に提供されてきたＰＳＴＮの時代とは

異なり、ＷｉＭＡＸ等の革新的な技術の潜在的可能性が大きい。このため、利用者

料金の規制を撤廃し、事業者への新規参入及び投資に対するインセンティブを

増して利用可能性を高めるべきである。なお、利用者料金規制の撤廃によって

問題となる”Affordability”と”Accessibility”は、特定の消費者を対象とする補助に

よって解決できる。 

 

また、現在、ＯＥＣＤ/ＩＣＣＰ（情報・コンピュータ・通信政策委員会）/ＣＩＳＰ（通信・イ

ンフラ・サービス政策作業部会）において、ＮＧＮへの移行及び通信と放送の融合の

進展に係る政策課題について議論が行われており、これが０８年に予定されている

情報通信大臣会合でとりあげられる政策課題及び原則となる見込みであり、ユニバ

ーサルサービス政策は、次世代の、融合の環境においても重要課題（keystone）で

あり続けるとともに、ユニバーサルアクセスを達成するメカニズムを再考する必要が

ある旨言及があるところである。 

 

 




